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論文

管理会計による急進的イノベーションの促進

ー管理会計能力に基づく考察ー

福島一矩

＜論文要旨＞

本論文の目的は，管理会計やマネジメント・コントロール (MACS)，管理会計能力，急進的

イノベーションの関係を明らかにすることである．そこで， MACSのインターラクティプな利

用，管理会計能力のひとつと考えられる MACSの利用経験から学習する能力（経験学習能力），

および，それら 2つの交互作用が急進的イノベーションに与える影響について，郵送質問票調

査を用いて実証的に検討した分析の結果，経験学習能力の高さが，急進的イノベーションを

促進することは確認されたものの，経験学習能力と MACSのインターラクティブな利用の交互

作用が急進的イノベーションを促進するのは，学習に適した組織文化の強い組織に限られる可

能性があることが示唆された．

くキーワード＞

管理会計，マネジメント・コントロール，インターラクテイプ・コントロール，管理会計能力，

経験学習能力，急進的イノベーション

The Interaction Effects between Management Control and 

Management Accounting Capabilities on Radical Innovation 

Kazunori Fukushima 

Abstract 

Previous literatures have produced inconsistent results regarding the relationship between 

management accounting and control systems (MACS) and radical innovation. This study addresses 

these inconsistencies by exploring the moderating effect of management accounting capabilities on this 

relationship. Management accounting capabilities are organizational capacities that enable the 

realization of expected effects of MACS on performance. Experiential learning capabilities, one of the 

management accounting capabilities, may exert a positive influence on the implementation of MACS. 

By introducing experiential learning capabilities as a moderator in the analysis, this study shows that 

MACS do, in fact, foster successful radical innovation at high-impact learning culture firm. The results 

imply that simply using interactive use of MACS is not sufficient to enhance radical innovation, it is 

also necessary for a high-impact learning culture firm to possess experiential learning capabilities to 

foster radical innovation. 
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1. はじめに

近年，管理会計やマネジメント・コントロール (managementaccounting and control systems; 

MACS) とイノベーションの関係に係わる議論が盛んである．イノベーションとは，革新を意

味し，新製品・サービスの創出，既存の製品・サービスを生産するための新しい生産技術，そ

れらを顧客に提供するための企業システムやビジネスシステムの革新などを含む概念である

（一橋大学イノベーション研究センター，2001)．イノベーションに対する MACSの影響は，か

つては限定的あるいはネガティプなものであると考えられてきた (Abernethyand Brownell, 

1997; Rockness and Shields, 1984;など）．しかし， MACSの新製品開発パフォーマンスヘのポジ

ティブな影響が確認されるなど (Davila,2000), MACSとイノベーションの間にはそれまで考

えられてきたものとは異なる関係が存在する可能性も示されてきた．そこで， MACSとイノベ

ーションの関係を明らかにすべく，多くの議論が行われ， MACSがイノベーションにポジティ

プな影響を与えることを示す知見も蓄積されてきた (Bedford,2015; Bis be and Malaguefio, 2009; 

Bis be and Otley, 2004; Chenhall et al., 20 I I; Dunk, 20 I I; Henri, 2006; Mouritsen et al., 2009; Revelino 

and Mouritsen, 2009, 2015; Ylinen and Gullkvist, 2014;福島，2012;堀井，2013;など）．

他方で，これまでの議論には，イノベーションを画ー的に捉えており，多様性をもった現象

として捉えた議論が行われていないという課題も指摘されてきた (Davila,2005; Davila et al., 

2009)．イノベーションは，その特性に応じて，急進的イノベーション (radicalinnovation) と

漸進的イノベーション (incrementalinnovation)，探索 (exploration) と深化 (exploitation)など

に分類でき (Bennerand Tushman, 2003; Ettlie et al., 1984; March, 1991;など），イノベーション

の特性に応じて異なった MACSが有用となる可能性があることも示唆されてきた (Davila,

2005; Davila et al., 2009; Revellino and Mouritsen, 2015)．そこで，近年のいくつかの研究では，

イノベーションのタイプを考慮したうえで， MACSとイノベーションの関係が検討されつつあ

る (Bedford,2015; Chiesa et al., 2009; Ylinen and Gullkvist, 2014;福島，2012;堀井，2013).

しかし，これらのイノベーションの特性を考慮した議論においても，必ずしも整合的な帰結

が得られているわけではない．たとえば， MACSのインターラクティブな利用は急進的イノベ

ーションの促進に有用であるという示唆がある一方で (Chiesaet al., 2009; Davila, 2005; Davila et 

al., 2009)，サーベイ研究ではその示唆を支持するような結果が得られていない（福島， 2012).

そのため，このような整合的でない議論に対して一定の説明を与えることが求められる．

そこで，本研究では，管理会計能力に着目して説明を試みる．管理会計能力とは，経営目的

のために MACSを活用する能力を指す（澤邊ほか， 2015;福島， 2015)．これまで，管理会計能

カの高さは，効果的な MACSの活用を促すこと (Elbashiret al., 2011), MACSの利用効果やパ

フォーマンスをポジティブにすること（福島，2015;陸，2003;吉田，2001a,b,2003)などが明ら

かにされており，管理会計能力の高さは MACSによるイノベーションの促進にもポジテイプな

影響を与えることが予想される．

以上から，本研究では， MACSのインターラクティブな利用が急進的イノベーションの促進

に与える影響を解明すべ<,MACS, 管理会計能力，急進的イノベーションの関係を明らかに

することを目的とする． MACSが有効に機能するためには，マネジメント目的に適合的な利用

を可能にするような知識が不可欠であり (Mataet al., 1995)，組織が知識を獲得，蓄積，活用す

るには，経験を通じた学習が重要であると指摘されてきた (Huber,1991;松尾， 2011)．これま
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で， MACSの利用経験からの学習によって，より効果的な MACSの利用ができるようになるこ

とも示唆されている (Kaplanand Norton, 1996; Tani et al., 1994;谷， 1994)．そこで，本研究では，

管理会計能力のひとつと考えられる MACSの利用経験から学習する能力（経験学習能力）に着

目し， MACSのインターラクテイプな利用，経験学習能力，および，それら 2つの交互作用項

が急進的イノベーションの促進に与える影響について，郵送質問票調査により収集したデータ

を用いて実証的に明らかにする以下では，第 2節で既存研究のレビューと仮説の構築，第 3

節で研究方法，第4節で分析結果と考察，第 5節で本研究の貢献と残された課題を述べる．

2. 先行研究のレビューと仮説構築

2.1 先行研究のレビュー： MACSとイノベーションの関係性

MACSがイノベーションに与える影響は，かつては限定的あるいはネガテイプなものである

と考えられてきた (Abernethyand Brownell, 1997; Rockness and Shields, 1984;など）．たとえば，

イノベーションが起こる場の lつである研究開発部門においては，会計的コントロールが適切

ではなく (Rocknessand Shields, 1984)，人事的コントロールのような仕組みが必要とされるこ

と (Abernethyand Brownell, 1997)が指摘されてきたしかし，近年では， MACSの新製品開

発パフォーマンスに対するポジティプな影響が確認されるなど (Davila,2000), MACSがイノ

ベーションにとって有用であることを示す知見も蓄積されてきた．これらの MACSとイノベー

ションの関係に関する研究では， MACSがイノベーションを促進・阻害するという関係 (Bisbe

and Malguefio, 2009; Bisbe and Otley, 2004; Chenhall et al., 2011; Henri, 2006; Ylinen and Gullkvist, 

2014;福島，2012;堀井，2013;など），イノベーションと組織業績の関係に対して MACSが影響

を与えるという関係 (Bedford,2015; Bisbe and Otley, 2004; Dunk, 2011;など）の 2つを想定した

議論が行われてきた．ここでは，研究目的との係わりから，主に前者の MACSがイノベーショ

ンを促進・阻害するという関係に関する先行研究のレビューを行う．

MACSがイノベーションの促進・阻害に与える影響に関して，萌芽的研究である Bisbeand 

Otley (2004)は， Simons(1995, 2000)によるインターラクテイプ・コントロール (interactive

control)の概念を用いて， MACS（予算，バランスト・スコアカード (balancedscorecard; BSC), 

プロジェクト・マネジメント・システム）のインターラクティブな利用，製品イノベーション，

組織業績の関係について検討している． MACSのインターラクティブな利用とは， MACSを用

いて水平的・垂直的なインターラクションを行い，機会探索をすることによって，組織学習や

新たな戦略の創発を促すことを目的とする利用を指す(Simons,1995, 2000)．分析の結果， MACS

のインターラクティブな利用が製品イノベーションの促進・阻害に与える明確な影響が確認さ

れなかっただけでなく，製品イノベーションのパフォーマンスが高い企業では， MACSのイン

ターラクティブな利用が製品イノベーションを阻害する可能性があることも示した．

一方で， MACSのインターラクテイプな利用がイノベーションを促進する可能性を示す議論

もある (Henri,2006). Henri (2006)は，業績評価システムの診断的な (diagnostic)利用，イン

ターラクテイプな利用，および，両者を併用することによるダイナミック・テンション (dynamic

tension)がイノベーションの源泉である創造性に与える影響について検討している (I)．その結

果，業績評価システムのインターラクテイプな利用が創造性を向上させるのに対して，診断的

な利用は創造性を低下させることが確認された．また，環境の不確実性の高低，規模の大小，
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組織文化がコントロール指向か，柔軟性指向かに応じて組織を 2群に分けて分析を行った場合

においても，全組織を対象とした分析結果とおおよそ同様の傾向が確認された（2). 加えて，コ

ントロール指向の組織ではダイナミック・テンションが創造性を低下させること，柔軟性指向

の組織ではダイナミック・テンションが創造性を向上させる可能性があることも確認された．

これらの MACSがイノベーションに与える影響に関する整合的ではない結果を受け，いくつ

かの研究では， MACSとイノベーションに関するマネジメント・スタイルとの関係を考慮した

り (Bisbeand Malguefio, 2009), MACS概念を拡張することによって (Chenhallet al., 2011), 

MACSがイノベーションに与える影響を明らかにしようと試みてきた． Bisbeand Malaguefio 

(2009)は，組織がどのようなイノベーション・マネジメントを行っているのかというイノベー

ション・マオジメント モ ド（．• -=E-- F (innovation management mode; IMM) とMACS（予算， BSC,

プロジェクト・マネジメント・システム）のインターラクティブな利用がイノベーションに与

える影響を検討したその結果， IMMと整合的に MACSをインターラクテイプに利用してい

る組織では，より高いイノベーションのパフォーマンスを実現していることが確認された．さ

らに，イノベーションのパフォーマンスの高低に応じて組織を 2群に分けて同様の分析を行っ

た結果，高イノベーション企業では， IMMと整合的に MACSをインターラクティブに利用す

ることでイノベーションが促進される一方で，低イノベーション企業では， IMMと整合的に

MACSをインターラクテイプに利用することでイノベーションが阻害されることを示した．

また， Chenhallet al. (2011)は， MACSをパッケージとして捉え，戦略， MACSパッケージ（ソ

ーシャル・ネットワーキング，有機的でイノベーテイプな組織文化，公式的コントロール），イ

ノベーションの関係について検討した．その結果，有機的でイノベーテイプな組織文化と公式

的コントロールはイノベーションを促進することが確認された．さらに， ソーシャル・ネット

ワーキングについては，イノベーションの促進に対する直接的な影響は確認されなかったが，

有機的でイノベーティブな組織文化を介してイノベーションを促進することも明らかにした．

ほかにも，イノベーションの特性に注目することで， MACSがイノベーションに与える影響

を明らかにしようとする議論もある (Bedford,2015; Chiesa et al., 2009; Ylinen and Gullkvist, 

2014;福島， 2012;堀井， 2013;など）．イノベーションを画ー的ではなく，多様性を持った現象

として捉えることによって， MACSとイノベーションの関係をより明確にできる可能性がある

からである (Davila,2005; Davila et al., 2009)．イノベーションは，その特性に応じて，急進的

イノベーションと漸進的イノベーション，探索と深化などに分類することができる (Bennerand 

Tushman, 2003; Ettlie et al., 1984; March, 1991; など）．イノベーションのタイプごとに異なった

戦略的・組織的な対応が求められることが指摘されるように (Dewarand Dutton, 1986; Ettlie et al., 

1984)，イノベーションの特性に応じて異なった MACSが有用となる可能性がある (Davila,

2005; Davila et al., 2009; Revellino and Mouritsen, 2015)．そこで， MACSと急進的イノベーショ

ン・漸進的イノベーションとの関係 (Chiesaet al., 2009；福島， 2012;堀井， 2013), MACSと探

索・深化との関係 (Bedford,2015; Ylinen and Gullkvist, 2014)などが議論されてきた．

たとえば， MACSと探索・深化との関係について， Ylinenand Gullkvist (2014)は，新たな機

会や知識などを追求するような探索，既存の能力や知識などの精緻化や拡張を目指すような深

化 (Bennerand Tushman, 2003) という 2つのイノベーション・プロジェクトにおいて，有機的

もしくは機械的なプロジェクト・マネジメントが果たす役割について検討した．その結果，探

索指向のイノベーション・プロジェクトでは，有機的なプロジェクト・マネジメントがイノベ

ーションを促進することが確認された一方で，深化指向のイノベーション・プロジェクトでは，
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いずれのプロジェクト・マネジメントもイノベーションに与える影響は確認されなかった．

また， MACSと急進的イノベーション・漸進的イノベーションとの関係について，新技術や

新規格の開発，それらを用いた新製品の開発，新市場の開拓を目指す急進的イノベーション，

既存技術を利用し，その改良や応用を目指す漸進的イノベーション (Ettlieet al., I 984) という

2つの異なる特性のイノベーションの促進に対するMACSの影響が検討されてきた．たとえば，

堀井 (2013)は，予算管理（予算によるコントロール，予算の作り込み，予算目標の固定化）

が急進的イノベーション・漸進的イノベーションに与える影響について検討した結果，いずれ

の予算管理も漸進的イノベーションを促進することは確認されなかったのに対して，予算によ

るコントロールが急進的イノベーションを促進すること，製品開発期間が短い組織では予算目

標の固定化も急進的イノベーションを促進することが確認された．また， Chiesaet al. (2009)は，

急進的イノベーション・プロジェクトの初期段階では， MACSのインターラクテイプな利用に

よって得られる情報が有用になることを示した．その一方で，福島(2012)は， Simons(1995, 2000) 

が提示したマネジメント・コントロールのフレームワークに基づき，予算管理のインターラク

テイプな利用，診断的な利用に加えて，理念システム (beliefsystems)や事業境界システム

(boundary systems)の活用が急進的イノベーション・漸進的イノベーションに与える影響を検

討した結果(3)，理念システムの活用は，急進的イノベーション，漸進的イノベーションともに

促進する効果をもつものの，予算管理のインターラクテイプな利用は漸進的イノベーションの

促進に対してのみ効果が確認され，急進的イノベーションに対する影蓉は確認されなかった．

このように，多様性を持った現象としてイノベーションを捉えた場合でも，依然として MACS

がイノベーションに与える影響について，整合的ではない結果が示されている． MACSのイン

ターラクテイプな利用が急進的イノベーションに及ぼす影響について， MACSのインターラク

テイプな利用は急進的イノベーションの促進に有用であるという示唆がある一方で (Chiesaet 

al., 2009; Davila, 2005; Davila et al., 2009)，サーベイ研究では必ずしもその示唆を支持するよう

な結果が得られていない（福島，2012)．そのため， MACSのインターラクティプな利用が急進

的イノベーションの促進に与える影響について一定の説明を与えることが求められる．

2.2 仮説構築： MACS,管理会計能力，イノベーションの関係性

本研究では， MACSのインターラクテイプな利用が急進的イノベーションの促進に与える影

響について，管理会計能力に着目して説明を試みる．管理会計能力とは，経営目的のために

MACSを活用する能力を指す（澤邊ほか，2015;福島，2015)．管理会計能力に関しては，原価企

画の利用を支援する組織能力（原価企画能力）が原価企画の利用によって生ずる逆機能を抑制

したり（吉田， 2001a,b, 2003)，原価企画の成果を向上させること（陸，2003),MACSに関する

吸収能力 (absorptivecapacity)が，新たなMACSの採用を促進すること (Libbyand Waterhouse, 

1996; William and Seaman, 2001)，より先進的なMACSの採用を促進すること (Fayradet al., 2012), 

効果的なMASの活用を促すこと (Elbashiret al., 2011)に加えて， MACSの利用効果を向上させ

ること（福島， 2015) も明らかにされてきた(4).

管理会計能力に関しては，ほかにも経験学習を実施するための組織能力も MACSの効果的利

用に影響を与える可能性があることが示唆されている (Kaplanand Norton, 1996; Tani et al., 

1994;谷， 1994)．経験学習とは，経験について振り返り（省察）を実施し，そこから次につな

がるような教訓をひき出し，その教訓を次の行動に結びつけていくような学習を指す (Huber,

1991; Kolb, 1984;松尾， 20ll).MACSが有効に機能するためには，マネジメント目的に適合的
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な利用を可能にする知識が不可欠であり (Mataet al., 1995)，組織が知識を獲得，蓄積，活用す

るには，経験からの学習が重要であることが指摘されてきた (Huber,1991;松尾，201I). MACS 

の利用との係わりでも，たとえば， Kaplanand Norton (1996)は， BSCを導入しても直ちに有効

に機能するわけではなく，試行錯誤を繰り返しながら段階的にレベルアップしていくことで円

滑な運用が可能になると主張している．また，原価企画についても，導入当初は原価と品質を

両立させる作りこみのみが志向されるものの，導入からの時間が経過するにつれて原価と品質

を両立させる作りこみに加えて，顧客ニーズに適合した製品開発や新製品のタイムリーな投入

も同時に志向されるようになるという傾向が確認されている (Taniet al., 1994;谷， 1994).

これらの議論からは， MACSを利用する過程で経験学習が行われることで， MACSの円滑な

運用や多様な目的での利用が可能になっていると推察される．本研究では，このような経験学

習を組織的に実施する能力を経験学習能力とよぴ， MACSの利用が期待された成果の実現に結

ぴつくためには， MACSに関する経験学習能力の構築が重要であると推察されることから，以

下の仮説を設定する．

仮説 経験学習能力の高い組織では， MACSのインターラクテイプな利用によって急進的イノ

ベーションが促進される．

3. 研究方法

3.1 分析データの収集

仮説検証のための分析に用いるデータは，東証一部上場の製造業（証券コード協議会による

業種コードが 3050から 3800に該当する企業） 847社を対象とする郵送質問票調査により収集

した．郵送質問票調査にあたっては，有価証券報告書をもとに，主要事業部門の業績管理の実

情に精通していると一f想される責任者を特定し， 2013年 II月 15日を回収期限として， 2013

年 IO月30Hに依頼状，返信用封筒（切手不要）を添えて質問票を送付した（5). 質問票の回答

に対するインセンティプを考慮し，希望者には分析結果の報告書を送付することを明記した．

また，回収率の向上にむけて，回収期限前の 2013年 11月 13日に督促状を送付した．回収期限

後を含めた最終回答企業数は， 76社(["]収率 9.0%）であった．本研究の分析に際しては，分

析に用いる質問項目に欠損のある企業の回答はすべて除外し， 74社の回答を用いる（表］）．

非回答バイアスを検討するために，分析に用いる 74社のデータに関して 2つの分析を行っ

た第 1に，分折対象企業の業種分布に関する適合度検定を実施した結果，分析対象企業の業

種分布は，質問票の送付先である東証一部上場製造業の業種分布と適合していることが確認さ

れた (x2= 12.336, 自由度＝ 15,p=0.653)．第2に，分析対象企業と非分析対象企業の企業規
模（連結売上渦，連結従業員数）の差の検定を実施した結果，両者の企業規模に有意な差は確

認されなかった（連結売」：高： t'0.194,p=0.846,連結従業員数： t= 1.261, p = 0.208)．以上

の結果からは，本研究の分析に用いるデータに重大な非回答バイアスはないと考えられる．

3.2 変数の設定

3.2.1 MACS 

分析に用いる変数は次のように設定した．まず， MACSは，インターラクテイプ・コントロ
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壁
食料品

繊維製品

紙

学

品

パルプ

化

医薬

石油・石炭製品

ゴム製品

ガラス・土石製品

鉄 鋼

送
69 

41 

II 

128 

38 

II 

II 

33 

32 

表 l 分析に用いる回答企業

有効回答数（率） 差ー星i
5 7.2% 非鉄金属

4 9.8% 金属製品

9.1% 機械

12 9.4% 電気機器

4 10.5% 輸送用機器

0 0.0% 精密機器

2 18.2% その他製品

2 6.1% 

5 15.6% 合計

送位塾 有効回答数（率）

24 I 4.2% 

37 6 16.2% 

120 5 4.2% 

154 13 8.4% 

62 5 8.1% 

28 2 7.1% 

48 7 14.6% 

847 74 8.7% 

質問項目

表 2 分析に用いる変数の設定

理論値塑座値墜堕鱚標準偏差

PanelA MACS 

事業部門内の結束力の向上 I -7 I -7 4.43 1.008 0.743 

事業の現状に関する事業部門内での共通認識の醸成 I -7 4-7 4.99 1.079 0.732 

上司や部下との謙論の促進 1-7 2-7 5.36 0.821 0.700 

アクションプランの継続的見直しと議論 1-7 2-7 4.58 1.314 0.573 

固有値 2.417 

説明された分散 60.424% 

クロンバックの a

Panel B 管理会計能力

事業年度内の事業活動の振り返り

マネジャーによる部署の業績に基づく状況説明

来年度の目標設定への反映

業績管理の方法の検証・見直し

固有値

説明された分散

クロンバックの a

0.767 

I -7 3 -7 5.84 0.876 0.803 

I -7 3 -7 5.38 1.107 0.578 

I -7 4 -7 5.93 0.881 0.554 

1-7 3-6 4.74 0.777 0.440 

2.056 

51.392% 

0.676 

Panel C イノペーション 第 1因子第 2因子

新規格や次世代技術の開発 I -7 I -7 4.74 1.415 0.765 0.030 

新技術を利用，フルモデルチェンジした新製品の開発 I -7 I -7 4.58 1.385 0.764 -0.264 

新たな市場の開拓や参入 1-7 2-7 4.91 1.196 0.726 0.329 

新たな顧客獲得のための販促活動 I -7 2 -7 5.05 I.I 09 0.515 0.065 

既存製品を改良，マイナーチェンジした新製品の開発 I -7 I -7 4.96 1.265 -0.145 0.969 

既存市場における市場シェアの拡大 ）ー7 2-7 5.27 0.911 0.140 0.496 

既存顧客へのサービスや対応 I -7 2-7 4.49 1.037 0.033 0.440 

回転後の負荷量平方和 2.086 1.663 

因子間相関 第 1因子

第 2因子 0.209 
クロンパックの a 0.786 _＿ ＿0§53 

注））太字は因子負荷嚢0.4以上

注2)MACSに関する質問項目は「業績管理の仕組みはどのような事項に利用されていますか」と質問し，「l

まったく利用していない」ー「7 重点的に利用している」の 7点尺度．管理会計能力に質問項目は「業

績評価の結果をどのように利用していますか」と質問し．「1 まったくそうではない」ー「7 まった＜

そのとおり」の 7点尺度，イノベーションに関する質問項目は「新製品の開発・販売にはどのような特

徴がありますか」と質問し，「1 まったくそうではない」ー「7 まったくそのとおり」の 7点尺度で測

定した．

，
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ールの概念 (Simons,1995, 2000)に基づき， MACSのインターラクテイプな利用について検討

する．インターラクティブ・コントロールでは， MACSを用いた上位マネジャーと下位マネジ

ャーによる徹底的な議論，事業部門内での現状に対する共通認識の醸成，結束力の向上が行わ

れることが指摘されてきた(Bisbeet al., 2007; Mundy, 2010)．そこで，質問票調査にあたっては，

Henri (2006)を参照して，業績管理の仕組みをどのように利用しているのかについて， 4つの質

問項目によって測定した．表 2(Panel A) に示すように，探索的因子分析の結果，固有値 l以

上の因子が 1つ抽出され，業績管理の仕組みを用いた上司・部下の徹底的な議論，事業部門内

での現状に対する共通認識の醸成，結束力の向上などが行われていることから，「インターラク

ティプ・コントロール」と名づけた．変数の操作化にあたっては，「インターラクティブ・コン

トロール」を構成する 4つの質問項目の平均値を得点化した (a=0.767). 

3.2.2 管理会計能力

つぎに，管理会計能力は，経験学習の概念 (Huber,1991; Kolb, 1984;松尾， 2011) に基づき，

経験学習を行う組織能力について検討する， MACSが有効に機能するためには，マネジメント

目的に適合的な利用を可能にする知識が不可欠であり (Mataet al., 1995)，組織が知識を獲得，

蓄積活用するには，経験からの学習が重要である (Huber,1991;松尾， 2011)．経験学習は，

それまでの経験（行動）について，振り返りを実施し，そこから次につながる教訓をひき出し，

その教訓を行動に結びつけるというプロセスで実施され (Kolb,1984;松尾，2011)，経験学習の

プロセスでは，振り返りとそこから教訓をひき出すことが特に重要であると指摘されてきた（松

尾 2011)．そこで，質問票調査にあたっては，先行研究の質問項目の直接的な利用が難しいこ

とから，個人レベル経験学習の議論 (Kolb,1984) も踏まえつつ，組織レベルでの経験学習に

関する議論 (Huber,1991;松尾，2011)を参照して，毎期の業績評価を進めるという経験に関し

て，組織としてどのような振り返りと教訓のひき出しが行われているのかについて， 4つの質

問項目によって測定した．表 2(Panel B) に示すように，探索的因子分析の結果，固有値 l以

上の因子が 1つ抽出され，業績評価に基づいて事業活動の振り返りが行われるとともに，その

結果を次期以降の業績評価に反映するなど，経験の振り返りと教訓のひき出しが行える組織能

力を示していることから，「経験学習能力」と名づけた，変数の操作化にあたっては，「経験学

習能力」を構成する 4つの質問項目の・平均値を得点化した (a=0,676). 

3.2.3 イノベーション

つづいて，イノベーションは，漸進的イノベーション・急進的イノベーションの概念 (Ettile

et al., 1984)に基づき，急進的イノベーションについて検討する．漸進的イノベーションは，

既存技術を利用し，その改良や応用を目指すイノベーションを指し，急進的イノベーションは，

新技術や新規格の開発，それらを用いた新製品の開発，新市場の開拓を目指すイノベーション

を指す (Ettlieet al., 1984)．そこで，質問票調査にあたっては， 2つのイノベーションの異なる

特性を峻別するために， Dewarand Dutton (1986)やEttileet al. (1984)を参照して，企業のイノ

ベーション活動の特徴について， 7つの質問項目によって測定した表 2(Panel C)に示すよ

うに，探索的因子分析の結果，固有値 l以上の因子が2つ抽出され，第 l因子は，新規格や次

世代技術の開発，新技術を用いた製品の開発，新たな市場の開拓が行われていることから，「急

進的イノベーション」，第 2因子は，既存製品の改良，既存市場における市場シェアの拡大，既

存顧客へのサービスや対応を重視していることから，「漸進的イノベーション」と名づけた．変
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数の操作化にあたっては，「急進的イノベーション」に 0.4以上の因子負荷量を示した質問項目

の平均値を得点化した (a=0.786). 

3.2.4 コントロール変数

最後に，コントロール変数は，産業および組織規模を取り上げる．これまでの研究では，産

業によってイノベーションのパフォーマンスが異なることが指摘されてきた（経済産業省科学

政策研究所第 1研究グループ，2010)．また，組織成長に応じて重視されるイノベーションが異

なること (Davilaet al., 2009;福島， 2012)，規模に応じてイノベーションのパフォーマンスが異

なること（経済産業省科学政策研究所第 l研究グループ， 2010) も指摘されてきた．そこで，

産業，組織規模をコントロール変数として設定する．具体的には，産業に関する変数は，分析

対象企業が著しく少ない業種があることを考慮し，経済産業省科学技術政策研究所第 1研究グ

ループ (2010) と同様に，経済産業省の工業統計による産業 3類型である基礎素材型産業，加

工組立型産業，生活関連型産業に分類したうえで産業ダミーを付与した(6)．また，組織規模に

関する変数は，連結売上高を対数変換した値を用いる．

4. 分析結果と考察

本研究では，インターラクテイプ・コントロール，経験学習能力，および，それら 2つの交

互作用が急進的イノベーションの促進に与える影響について，階層的重回帰分析を用いて検討

する具体的には，急進的イノベーションを従属変数として，インターラクティブ・コントロ

ール，経験学習能力，コントロール変数（産業ダミー，組織規模）を説明変数とするモデル I,

モデル 1にインターラクティブ・コントロールと経験学習能力の交互作用項を加えたモデル 2

という 2通りの分析を実施した．分析に用いる説明変数間の相関係数は表 3のとおりである，

分析にあたっては，多重共線性の問題を考慮し，説明変数であるインターラクティブ・コント

ロール，経験学習能力の平均値がゼロになるように中心化を行った (Cohenet al., 2003). 

階層的回帰分析を行った結果，表 4（モデル 2) に示すように，経験学習能力の急進的イノ

ベーションの促進に対する主効果 (B= 0.378, p = 0.247, p = 0.079)に加えて， コントロール変
数である組織規模 (B= 0.263, p = 0.370, p = 0.00 I)の影響が確認された直 しかし，インター
ラクテイプ・コントロールと経験学習能力の交互作用は確認されず，仮説は支持されなかった．

本分析結果は，経験学習能力の高さは急進的イノベーションを促進する可能性があるものの，

MACSのインターラクティプな利用が急進的イノベーションの促進に与える影響に対して，経

験学習能力の高さが作用するとは言えないことを示している．

以上の分析結果からは，経験学習能力が高いだけでは， MACSのインターラクティブな利用

によって急進的イノベーションを促進できるとぱ言えないことが示唆された．組織レベルの学

習を実現するには，組織が持続的な変化を指向したり，組織のメンバー間に適度な競争関係を

有していることが望ましいという指摘があるように (Argyrisand Schon, 1978; Hedberg, 1981), 

経験学習能力が高いだけではMACSの効果的利用に結びつくような組織レベルの学習にはいた

らず，急進的イノベーションを促進できなか一；たと解釈することができるだろう (8).

そこで，どのような状況において「経験学習能力の高い組織では， MACSのインターラクテ

イプな利用によって急進的イノベーションが促進される」という仮説が支持されるのかを明ら
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表 3 説明変数の記述統計と相関係数

平均値標準偏差 理論値 測定値 INT ELC SIZE MATL PROC _.................-........... •--........... ---••--
4.84 0.821 2.75 -6.75 I 

INT 5.14 0.746 1.00-7.00 3.75 -6.75 I 

----•• 4.47 0ユ.<12.-•••••_..........—••一上ね．＝•6』 l . •一••一••-- ．----
5.47 0.654 

．． 
3.25 -6.75 0.469. I 

ELC 5.66 0.550 1.00 -7.00 4.50 -6.50 0.400" I 

----••5.e23.—•一..Q,1.Q.L.--....................—一泣5二6ュ互．一譴J．こ•••一．l．．------------
11.88 1.407 9.06 -15.80 0.108 0.144 I 

SIZE 12.22 1.567 - 9.35 -15.80 -0.121 -0.021 I 

.... J.!...4.~..-—.J.05 1..-................._ 9.06 -1 3.43 0.206.--.Jl.,!且4...＿． l.--------
0.39 0.492 0 / 1 0.122 -0.009 -0158 I 

MATL 0.41 0.499 0 / I O / I 0.159 0.018 -0.310'I 

____9.,,J.9........... Qょ．:4J9...·-················__J)_L_L.__._.Q&~.J.. __...:Q,rn......-―し060 L.＿.......- -• 
0.34 0.476 0/1 -0.124 0.151 0.233'-0.573" I 

PROC 0.34 0.480 0 / I O / I -0.032 0.184 0.291 -0.606" I 

0.33 0.479 O / I -0.270 0.132 0.158 -_O.i1L______l 
注1) ピアソン (Pearson)の相関係数

注 2) 上段：全分折対象企業，中段：学習に適した組織文化の強い企業，下段：学習に適した組織文化の弱

い企業

注3) lNT: インターラクテイプ・コントロール， ELC: 経験学習能力， INT• ELC:交互作用項， SIZE:組

患規模， MATL：基礎素材型産業ダミー， PROC:加工・組立型産業ダミー
注4)"p < 0.01,'p <0.05（両側）

表 4 急進的イノベーションに対する重回帰分析の結果（全企業） N= 74 

モデル 1 モデル 2

B fl. 1値 B g ti直

（定数） 1.812 1.948' 1.727 1.853. 

INT 0.123 0.101 0.827 0.104 0.085 0.695 

ELC 0.267 0.187 1.428 0.378 0.247 1.784' 

INT• ELC 0.237 0.133 1.107 

SIZE 0.259 0.364 3.345 ．．． 0.263 0.370 3.404 ... 

MATL -0,244 -0.120 -0.933 -0.277 -0.136 -1.055 

PROC 0.085 0.040 0.301 0.044 0. 02 1 0.157 
R2 0.257 0.270 
Adj. R2 0.202 0.205 

F値 4.699... 4.133 ... 

注 l)最小二乗法 (ordinaryleast squares; OLS) に基づく推定

注2)B：偏回帰係数，¢:標準偏回帰係数， R互決定係数， Adj.R2 :修正済み決定係数

注 3) INT: インターラクティプ・コントロール， ELC: 経験学習能力， INT• ELC:交互作用

項， SIZE:組織規模， MATL:基礎素材型産業ダミー， PROC:加工・組立型産業ダミー

注4)...p < 0.0 I,.. p < 0.05, • p < 0.1（両側）

かにすべく追加的な分析を実施した．具体的には，上述した組織レベルの学習を実現するため

の組織コンテクストに関する指摘 (Argyrisand Schon, 1978; Hedberg, 1981) を踏まえ，学習に

適した組織文化の強い企業群と弱い企業群に分けて，追加的な分析を実施した．組織の分類に

あたっては，安藤 (2001) に依拠して設定した学習に適した組織文化の特徴に関する 2つの質

問項目の平均値を得点化したうえで(9)，中位値 (4.50)以上の企業を学習に適した組織文化の

強い企業，中位値未満の企業を学習に適した組織文化の弱い企業とした．

12 



管理会計による急進的イノベーションの促進
ー管理会計能力に基づく考察ー

表 5 急進的イノベーションに対する重回帰分析の結果（学習に適した組織文化（強／弱））

学習に滴した組織文化（強） N=41 

モデル］a

B (J t値

（定数） 3.013 2.396" 

INT -0.003 -0.003 -0.016 

ELC 0.166 0.094 0.557 

INT• ELC 
SIZE 0.208 0.336 2. 10 I .. 

MATL -0.562 -0.288 -1.478 

モデル 2a

B O t値
2.193 1.871 
． 

-0.081 -0.062 -o.408 

0.218 0.123 0.807 

1.157 0.418 2.942'" 

0.254 0.409 2.785'" 

-0.410 -0.210 -1.178 

PROC -0.209 -0.103 -0.524 -0.318 -0.157 -0.878 

学習に適した組墨文化（弱） N=33 

モ乞ル lb モデル2b

B B ti直 B g t値
3,102 2.227" 3.064 2.231 ．． 

0.033 0.036 0. 173 0.031 0.034 0.167 

0.173 0.175 0.894 -0.073 -0.074 -0.276 

-0.319 -0.347 -1.336 

0.088 0.134 0.715 0.091 0.138 0.746 

0.070 0.049 0.232 0.169 0.119 0.553 

0.477 0.330 1.425 0.497 0.344 1.505 

R2 0.213 0.373 0.182 0.234 

Adj. R2 0.101 0.262 0.030 0.058 

F 100: 1.899 3.372" 1.200 1.326 

注 1)最小二乗法 (ordinaryleast squares; OLS)に基づく推定

注2)B:偏回帰係数，¢:標準偏回帰係数， R2:決定係数． Adj.R2:修正済み決定係数

注3) INT: インターラクティブ・コントロール． ELC: 経験学習能力， INT• ELC:交互作用項， SIZE:組織

規模． MATL：基礎素材型産業ダミー． PROC:加工・組立型産業ダミー

注4)...p < O.oJ, "p < 0.05, • p < 0.1（両側）

学習に適した組織文化の強弱に応じて分析企業を 2群に分け，前述した分析と同様に階層的

回帰分析を実施した結果，表 5（モデル 2a) に示すように，学習に適した組織文化の強い企業

詳において，インターラクティブ・コントロールと経験学習能力の交互作用項 (B= l.157,/J＝ 

0.418, p = 0.006) に加えて，コントロール変数である組織規模 (B= 0.254,/J＝0.409, p = 0.009) 

の影響が確認された(10)．すなわち，本分析結果は，学習に適した組織文化の強い企業において

は，経験学習能力の高さが， MACSのインターラクテイプな利用の急進的イノベーションの促

進に与える影響をポジティプなものにすることを示している．

以上の追加的分析の結果からは， MACSのインターラクティブな利用が急進的イノベーショ

ンを促進するためには，組織的に経験学習を行えるような能力を構築するだけでなく，同時に

学習に適した組織文化が醸成されていることを必要とすることが示唆された．学習に適した組

織文化の強い企業では，インターラクテイプ・コントロールを進めるプロセスで，業績評価結

果を用いた上位マネジャーと下位マネジャーによる徹底的な議論，事業部門内での現状に対す

る共通認識の醸成，結束力の向上といったインターラクションを通じた業績管理に関する振り

返りが実施できることで，勘所を押さえた効果的なインターラクティブ・コントロールの活用

が可能になり，急進的イノベーションが促進されると解釈することができるだろう．

5. おわりに：貢献と残された課題

以上，本研究では， MACSのインターラクテイプな利用が急進的イノベーションの促進に与

える影響を解明すべ<,MACSのインターラクテイプな利用，経験学習能力，および，それら

2つの交互作用項が急進的イノベーションに与える影響について，郵送質問票調査を用いて実

証的に検討してきた．その結果，学習に適した組織文化の強い企業においてのみ， MACSのイ

ンターラクテイプな利用と経験学習能力が相互に影響を及ぼし合い，急進的イノペーションを
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促進することが確認された．最後に，本研究の貢献と残された課題・限界について述べる．

本研究の貢献のひとつは， MACSのインターラクティプな利用が急進的イノベーションの促

進に与える影響に関する矛盾した議論にひとつの説明を与えた点である．急進的イノベーショ

ンの促進には， MACSのインターラクテイプな利用が有用であることを示唆する議論がある一

方で (Chiesaet al., 2009; Davila, 2005; Davila et al., 2009)，サーベイ研究では必ずしもその示唆

を支持するような結果が得られていなかった（福島，2012)．この矛盾した議論に対して，経験

学習能力という視点から検討を行った結果，全分析対象企業を対象とした分析では，経験学習

能力の高さが急進的イノベーションの促進につながる可能性があることは示唆されたものの，

インターラクティブ・コントロールとの関係は見出すことができなかった． しかし，学習に適

した組織文化の強弱によって企業を 2群に分けて分析を行った結果，学習に適した組織文化の

強い企業においては，高い経験学習能力を有していることで，インターラクテイプ・コントロ

ールが急進的イノベーションの促進に与える影響をポジテイプなものにできることが確認され

た．これらの分析を通じて， MACSのインターラクティプな利用が急進的イノベーションの促

進に与える影響について，ひとつの説明を与えることができた．

もうひとつは，管理会計能力のパフォーマンスヘの影響に関する新たな知見を示した点であ

る．これまで， MACSの利用に関する管理会計能力の高さが， MACSの利用効果やパフォーマ

ンスをよりポジテイプなものにすることが明らかにされてきた（福島， 2015;陸， 2003;吉田，

2001a, b, 2003)．本研究では，先行研究で検討されてきた個別の MACSに固有の組織能力や吸

収能力ではなく， MACSの利用に関する経験学習の重要性を示唆する議論 (Kaplanand Norton, 

1996; Tani et al., 1994;谷， 1994)を踏まえて，経験学習を進めるための組織能力（経験学習能力）

に注目した議論を行った．その結果，新たに，経験学習能力の高さが， MACSの効果的な利用

やパフォーマンスの向上に重要な役割を果たすことを示すことができた．

他方，本研究にはいくつかの残された課題・限界も指摘される第 1は，経験学習能力の測

定に関する妥当性の検討である．本研究では，経験学習に関する議論 (Huber,1991; Kolb, 1984; 

松尾，2011)を踏まえて，経験学習において重要となる振り返りと教訓のひき出しに焦点をあて，

独自に設定した尺度により経験学習能力を測定した．組織の学習能力に関する議論では，組織

学習を可能にするような組織の準備状況に基づいて検討するものもあり (Dibellaet al., I 996; 

Jerez-Gomez et al., 2005; Yeung et al., I 999)，それらの知見を取り入れることによって，より妥当

性の高い尺度を構築できるかもしれない．

第2は．データ数を増加させた新たな分析の必要性である．本研究では，分析に用いるデー

タの数が多いとは言えず，外的妥当性が低いといった限界を有している可能性がある．第 1の

課題に挙げた尺度の妥当性をより高め，大規模データに基づく分析を行うことによって，知見

をより一般化することも重要であろう．

第3は，イノベーションの客観的測定である．国際的に実施されたイノベーション活動に関

する調査である CIS(Community Innovation Survey)や， CISと同じ調査設計のもと，日本で行

われた全国イノベーション調査では，イノベーションを企業による主観的評価に基づいて測定

している．本研究でも，これらと同様に急進的イノベーションの測定を企業の主観的評価に基

づいて測定したしかし， MACSの利用と客観的なパフォーマンス指標との関係を検討するこ

との重要性も指摘されており (Smith,2011), Katila (2000)のように，特許出願から一定年数経

過した後の被引用件数によって急進的イノベーションを測定することも必要であろう．
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注

MACSの診断的な利用とは，重要業績変数をモニタリングすることによって，意図された戦略

を実行することを目的とした利用を指し，ダイナミック・テンションとは， MACSのインタ

ーラクテイプな利用と診断的な利用を同時に併用することで生じるテンション（緊張状態，

矛盾）を指す (Simons,1995, 2000). 

2ただし，環境の不確実性が低い組織では，業績評価システムの診断的な利用，インターラク

ティブな利用が創造性に及ぽす影響は確認されていない．

3理念システムは，組織の中核的価値を示し，新たな価値創出に向けた探索的活動を促すこと

を目的とした仕組みを指し，事業境界システムは，冒してはならない回避すべきリスクを示

し，組織で許容される行動を設定することを目的とした仕組みを指す (Simons,1995, 2000). 

4原価企画能力は，プロセス能力，ローカル能力，アーキテクチャ能力の 3つから構成される

概念である（陸，2003;吉田，2001a,b, 2003)．また，吸収能力とは，組織外部に存在する新た

な知識・情報の価値を認識し，組織に取り入れることで既存の知識や組織ルーティンを変化

させるような能力を指す (Cohenand Levinthal, l 990; Zahra and George, 2002). 

5質問票は，本社もしくは主要事業部門の経理担当，経営管理担当，経営企画担当などの責任

者を特定して送付している，なお，いずれの責任者も特定が困難な場合には「経理担当責任

者」宛てに送付している

6基礎素材型産業には，パルプ・紙（証券コード協議会による業種コード 3150)，化学（同 3200),

石油•石炭製品（同 3300) ，ゴム製品（同 3350) ，ガラス・土石製品（同 3400) ，鉄鋼（同 3450),

非鉄金属（同 3500)，金属製品（同 3550)，加工組立型産業には，機械（同 3600)，電気機器

（同 3650)，輸送用機器（同 3700)，精密機器（同 3750)，生活関連型産業には，食料品（同

3050)，繊維製品（同 3100)，医薬品（同 3250)，その他製品（同 3800)が該当している。産

業ダミーの付与に際しては，生活関連型作業には産業ダミーを付与せず，その他の産業に産

業ダミーを付与している，

7回帰分析（表4,モデル 2)に投人した説明変数のVIF(variance of inflation)の最大値は 1.763

であり，経験的に多重共線性の問題は生じていないと考えられる (Cohenet al., 2003). 

8ほかにも経敦学習能力の測定に関する妥当性の問題に起因して，想定された仮説を支持する

ような結果が得られなかった可能性も完全にぱ否定することはできない．この点については，

本研究の残された課題として後述する．

92つの質問項目は，「新しい仕事やビジネスにチャレンジしていこうという雰囲気がある」，「目

標達成にむけて従業員間に競争的な雰囲気がある」であり，「組織にはどのような特徴があり

ますかj と質問し，日 まったくそうではない」一「7 まったくそのとおり」の 7点尺度で

測定している．

10回帰分析（表 5,モデル 2a)に投入した説明変数のVIFの最大値は 1.737であり，経験的に多
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重共線性の問題は生じていないと考えられる (Cohenet al., 2003). 
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論文

メタ組織におけるマネジメント・コントロール

一京都試作ネットの分析一

山口直也

く論文要旨＞

本論文は， 「メタ組織 (Meta-organization)」の概念を用いて，単一のメタ組織としての京都試

作ネットのマネジメント・コントロールの特徴を明らかにすることを目的としている．同ネッ

トワークの特徴は，技術の多様性と補完性を活かしたビジネス・モデルと，これを支える，メタ

組織としての信条システムに基づく自律的なマネジメント・コントロールであると考えられる．

理事企業間での公式・非公式の頻繁かつ質の高いコミュニケーションが基本的価値観の共有を

促進し，メタ組織としての一体感とチャレンジ精神を醸成する．このことが，同ネットワーク

におけるオペレーションのアラインメントとイノベーションのエンパワーメントを支えている

と考えられる．さらに同ネットワークは，期待される外部効果がネットワーク参加への意欲

を高め，ネットワークでの活動を通じて実現した外部効果が組織を活性化させるという好循環

を生み出していると考えられる

くキーワード＞

マネジメント・コントロール，メタ組織，京都試作ネット，信条システム，外部効果

Management Control in Meta-Organization: An Analysis of 

Kyoto Shisaku Net 

Naoya Yamaguchi 
Abstract 

The purpose of the paper is to clarify the management control of the Kyoto Shisaku Net based on the 

concept of "Meta-organizations". It is thought that the features of the network are a business model that 

utilizes technical diversity and complementarity effectively, and independent management control based 

on belief systems that are meta-organization wide. The formal and informal frequent and high-quality 

communications among the director companies promote the sharing of core values and create the sense 

of belonging to a meta-organization and encourage the will to take on new challenges. It is thought that 

these support the alignment of operations and the empowerment of innovation in the network. 

Furthermore, it is thought that the network produces a virtuous circle that expected external effects raise 

the willingness to participate in the network and the realized external effects revitalize the members. 
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1.はじめに

内需低迷と海外生産の拡大による国内製造業の空洞化に伴い，我が国の産業集積の多くが存

続の危機に直面している．そのため，集積内企業個々の取組みのみならず，地域プランドの確

立，成長産業の取り込みや新産業の創出に向けたクラスターの構築といった，産業集積自体の

活性化に向けた取組みも各地でみられるようになってきた．

本論文は，このような取組みの中から， 「京都試作ネット」と呼ばれる，試作プロセスに特化

した，中小企業による水平分業ネットワークを取り上げる．同ネットワークは，中小企業による

組織間ネットワークに基づく革新的なビジネス・モデルを構築した点で独自性を有している．

組織間ネットワークに関しては，近年，組織間管理会計に関する研究が進んでいるが，その

主たる分析対象は垂直統合型ネットワークの下でのバイヤー・サプライヤー関係であり，水平

分業ネットワークを対象とした分析は極めて少ない（山口，2011)．本論文は，中小企業による

水平分業ネットワーク構築のモデルとして高い評価を受けている京都試作ネットを取り上げ，

そのマネジメント・コントロールの特徴を分析することを通じて，水平分業ネットワークにお

ける管理会計実態の一部を解明することを目的としている．

Gulati et al. (2012)は，それ自体の目標を有する，雇用関係によらない結ぴつきによる企業も

しくは個人のネットワークのことを「メタ組織 (Meta-organization)」と呼び， 「法的に自治権

を有している複数の構成員から構成される組織」と定義している本論文は，この概念を用いて，

単一のメタ組織としての京都試作ネットのマネジメント・コントロールの特徴を明らかにする

ことを目的としている

本論文の構成は以下の通りである．次節では，本研究に関連する先行研究のレビューを取り

上げる．第 3節では，研究の方法と京都試作ネットの概要（設立と発展の経緯，使命と理念，事

業内容，マネジメント，戦略）について述べる第4節では，京都試作ネットのビジネス・モデ

ルとマネジメント・コントロールの特徴を明らかにする第 5節では，京都試作ネットが会員

企業にもたらす外部効果を明らかにする．第 6節では，本論文の結論と残された研究課題を述

べる．

2.先行研究のレビュー

京都試作ネットに関する先行研究としては，末松(2002)，森岡 (2005)などがある．末松(2002)

は，中小企業のネットワークを活用したモジュール＆インターフェース方式による事業展開の

一例として考察している．森岡 (2005)は，Porter(1998)によるクラスターの概念を用いて，規

模の経済性に依存しない，地理的範囲が限定的でかつ規模の小さいミニクラスターの一例とし

て分析している．これらはいずれも，京都試作ネットが，組織間連携を通じて，中小企業が持

つ経営資源を有効に活用するための基盤として機能するという視点に立つものであり，本論文

もこの視点に依拠している．

京都試作ネットは，複数の中小企業から構成される水平分業ネットワークであるが，複数組

織による活動を分析対象とする管理会計研究としては「組織間管理会計」がある．この分野に
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おいて， 日本企業を対象とした実態調査研究には，以下のものがある．

坂口 (2004)は，加工組立型産業に属する東証一部上場企業の購買担当者などを対象とした

バイヤー・サプライヤー間の協働に関する質問票調査から，開発段階における協働が旺盛に実

施されている，サプライヤーからの活動が旺盛に実施されている，バイヤーがサプライヤーと

の関係に対して慎重に対処しているといった傾向がみられることを発見した．坂口 (2009)は，

加工組立型産業に属する東証一部上場企業の購買部門管理者などを対象とした質問票調査に基

づき，調達部品・資材の特性に応じた，組織間協働と組織間関係の差異，組織間関係の諸要因と

組織間協働の関連性の差異，組織間における業績評価のあり方の差異について分析している．

窪田(2012)は，東証一部上場の製造業企業を対象とした共同開発における戦略的提携の実施

状況に関するアンケート調査に基づき，モニタリング，協働，信頼，学習，組織内インターラク

シヨンといった要因が組織間成果に与える影響について分析している．坂口 (2014)は，基礎

素材型産業に属する東証一部上場企業の営業部門を対象とした質問票調査に基づき，サプライ

ヤーの視点から組織間での情報共有，取引相手の特徴，取引の特徴が組織間協働に対して与え

る影響について分析を行っている． これら研究はいずれも，質問票調査によって組織間管理会

計の実態を解明するものであるが，本研究が対象とするような水平分業ネットワークについて

は扱っていない．

Berry (2005)は，ネットワーク形成の主な動機として，以下の2つを挙げている．

（1）市場コントロール(marketcontrol)

支配力を有する企業が，所有を回避し，資本支出やその他のコミットメントを限定する一

方で，ネットワークを形成することで市場のコントロールを獲得する．

（2）市場地位(marketposition)の向上と保持

同程度の能力を有する企業がネットワークを形成することで，市場地位を向上，もしくは

保持する．

(1)は価値連鎖統合型ネットワーク, (2)は個別プロセス特化型・要素技術特化型ネット

ワークと捉えることができる．先行研究が主に考察の対象としてきたのは, (1)を目的とした

ネットワークである． これに対し，京都試作ネットは,京都地域におけるモノづくりに関する産

業集積を活かした，試作に特化した水平分業ネットワークであり， （2）を目的とするネットワ

ークである．

本論文では，京都試作ネットを「メタ組織」 という単一の組織体として考察を行う． メタ組

織を考察した先行研究としては,AhmeandBrunsson (2008) とGulatiaaﾉ． (2012)がある．両

者とも，メタ組織には非営利組織体から営利組織体まで多様な組織があると認識しているが，

前者は非営利組織体を，後者は営利組織体を中心に考察している．

AhmeandBrunsson (2008)はメタ組織の特徴として， 「連合としての組織」 ， 「複数組織に

よる連合」 ， 「加入・脱退の自由」 ， 「構成員の独立性」 ， 「構成員の平等性」といった特徴を

挙げている．一方,Gulatieml (2012)は，メタ組織を「法的に自治権を有している複数の構成

員から構成される組織」 と定義し，｢加入・脱退の自由」 ， 「構成員の独立性」 ， 「目的の独立

性」といった特徴を挙げている．また,GulatieIQ1 (2012)は， 「①境界の透過性(pemeabilityof

boundaries)｣ (メタ組織への加入が閉鎖的か，開放的か） と 「②階層化の程度(degreeof

stratification)｣ (意思決定が低階層で行われるか，高階層で行われるか）の2つの特質によって，

メタ組織を, ｢(A)閉鎖的共同体(Closedcommunity) (①閉鎖的.②低階層)」 , ｢(B)拡張企

業(Extendedentemrise) (①閉鎖的．②高階層)」 , ｢(C)開放的共同体(Opencommunity)O
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開放的.②低階層)」 , ｢(D)管理された生態系(Managedecosystem) (①開放的．②高階層)」

の4種類に区分している． この区分によれば，京都試作ネットは「(A)閉鎖的共同体」型のメ

タ組織といえる．

本論文では，メタ組織としての京都試作ネットのマネジメント・コントロールの特徴を分析

する．組織間管理会計の先行研究では，組織間にみられるマネジメント ・コントロールに関す

る議論が積極的に行われている（窪田・大浦・西居,2008；坂口・河合・上總,2015) .マネジ

メント・コントロールについては,Ouchi(1979),Otley(1980)の研究以降，現実の組織には多

様なコントロール手段が存在し，それらは相互に関連しているため，多様なコントロール手段

から構成される「コントロール・パッケージ」 として分析するアプローチが多くみられるよう

になった（新江・伊藤,2010；福嶋2012,佐久間・劉・三矢,2013) .そして，コントロール・

パッケージに関する代表的な研究として位置付けられるのが,Simons(1995,2000)による｢統制

レバー(Leversofcontrol)」のフレームワークである.Simons (1995,2000)は，マネジャーが組

織を統制する手段として， 「信条システム(Beliefsystems)｣, 「境界システム(Boundarysystems)｣,

「診断型統制システム(Diagnosticcontrolsystems)｣, 「双方向型統制システム(Interactivecontrol

systems)」の4つの「統制レバー」からなるコントロール・パッケージを提示している．本論文

ではこの枠組みを活用して分析を行う．

さらに，本論文では，京都試作ネットがその構成員である会員企業にもたらす外部効果を分

析する．その理由は， メタ組織の成功は優れた構成員の獲得・維持能力に大きく依存する一方

で，メタ組織への参画意欲は，構成員として得られる便益に大きく左右されると考えられるか

らである.この点について,KaplanandNorton(2001,2004)による「戦略マップ(StrategyMaps)」

の枠組みが参考となる.KaplanandNorton(2001,2004)は，無形資産が持続的な価値創造の究極

的な源泉であり，戦略への方向付けが無形資産の価値を規定するとして，価値創造プロセスを

記述するためのテンプレートとして提示した戦略マップにおいて，無形資産とその戦略におけ

る役割を明確化することを求めている． メタ組織への参画を通じて構成員が獲得する便益の大

半は，人的資本，組織文化，ブランド等の無形資産であると考えられることから，外部効果の

分析にあたってこの枠組みを活用する．

3.研究の方法と京都試作ネットの概要

3.1研究の方法

本論文は，京都試作ネット3代目代表理事の竹田正俊氏に対して行った半構造化インタビュ

ーに基づくものである.2013年2月25日に質問項目を電子メールにて送付し, 3月4日に株式

会社クロスエフェクトにおいて，事前送付した質問項目に基づき，インタビューを実施した．

インタビューの総時間は90分である．インタビュー内容については調査実施直後に文書化し，

3月5日に電子メールにて送付し，竹田氏に内容を確認していただいた．また，京都試作ネット

の概要については，竹田氏へのインタビュー調査，京都試作ネットのホームページ， 『週刊エコ

ノミスト』に掲載された竹田氏へのインタビュー記事， 『週刊東洋経済』及び『電気と保安』
に掲載された記事に基づいて整理している．
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3.2京都試作ネットの経緯

京都試作ネットは,2001年7月に京都府南部に所在する機械金属関連の中小企業10社が共同

で立ち上げた，部品加工から装置開発まで「試作に特化したソリューション提供サービス」を

専門とするネットワークである．同ネットワークは，京都機械金属中小企業青年連絡会に所属

するメンバーによる学習交流を通じて生まれた．

京都機械金属中小企業青年連絡会は, 1982年に発足した，京都府内における機械金属工業及

び関連業界で事業活動を行う中小企業の経営者による交流機構である. 1990年代のバブル経済

崩壊後，同連絡会OBが中心となり，これからの経営はどうあるべきかを議論する中で，真剣に

悩むメンバーが集まり， ドラッカー(RRDrucker)の著書に基づいて勉強会を開始した．

勉強会を通じて，企業経営の基本は「マーケティング」 と 「イノベーション」であり， 「顧

客の創造」が最も重要である(Drucker,1954) という共通認識に至った．その後，顧客創造の実

践方法についての議論を重ね，陳腐化する事業の再定義を行い，強みを活かした新たな経営を

模索した．その結果，インターネットを活用した新たな顧客創造の仕組みづくりに取り組むこ

ととなった．

さらに， 「国内では大量生産は機能しない」 ， 「京都で持続可能なモノづくりを行うために

は,価値連鎖の上流に焦点を当て，頭を使った業務を展開していく必要がある」， という認識を

共有し，試作に特化した事業を展開することとなった．勉強会に参加したメンバーの中から，

確固たる意志を持ったメンバー10社が，京都府と中小企業支援機関である公益財団法人京都産

業21の支援を受け，試作に特化したネットワークである京都試作ネットを設立した．

その後，京都試作ネットの成功を受けて，京都府内に相次いで試作グループが誕生したが，

京都試作ネットを筆頭に10の試作グループが乱立した結果，顧客はどの試作グループに発注

すればよいか迷ってしまい，探索コスト負担が重くなってしまった． このことは，試作グルー

プ側にとってもマイナスであることから，顧客の要望を踏まえ,2012年10月に，京都試作ネッ

トが他の全ての試作グループを束ねて単一の試作グループとなった．調査時点での会員企業数

は,理事企業26社，理事企業以外の会員企業70社の合計96社であった．

3.3京都試作ネットの使命と理念

京都試作ネットは，使命と理念を以下の通り定義している． さらに，現在では， 「京都を試作

の一大集積地にする」 というビジョンも掲げている．

○使命：

1．開発者に，期待を超える試作品をどこよりも速く提供する．

2．試作発注者の手間を省く．

○理念：

1．商品開発初期段階から顧客と一緒に参画し，加工業者からの提案をし，顧客の開発の効

率化を図る．

2．企業連合で知恵を出し合って創発し、顧客にソリューションを提供し，新しい価値を創
造する．

3．試作という高度なものづくりを通じて，それに携わる人々に人としての成長の機会を提

供する．

京都試作ネットは， 「中小企業の自立化」を果たすための基盤として，会員企業に対し，事業

機会と学習機会を提供することを目的としている．同ネットワークは，試作ビジネスを通じた
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事業機会の拡大を目指して設立された． しかし，理念の3番目に掲げている通り，同ネットワ

ークは，単に受注件数・売上高・利益といった実利ありきではなく，会員企業が，試作ビジネス

及び会員企業相互のコミュニケーションを通じた様々な「学び」によって成長することを重視

している．そのため，同ネットワークは，実利だけを目的とした企業の入会を認めていない．

3.4京都試作ネットの事業内容

京都試作ネットは，京都府内に所在するものづくり中小企業による，試作ビジネスに特化し

た水平分業ネットワークである．同ネットワークはコスト競争力ではなく，開発段階で最重視

されるスピードを最優先している．顧客からの相談や問い合わせには,2時間レスポンスを約束

している．なお，外国顧客からの相談や問い合わせには,24時間レスポンスを約束している．

京都試作ネットの受注プロセスを図示したものが図lである.Webサイトの入力フォーム,E

メールやFaxを通じて顧客から試作依頼を受け取ったら，会員企業に対し，依頼内容を即座に

Eメールで転送する．その後，依頼内容に応じて，会員企業の中から最適な企業が事務局を通

じて見積もりを返信し，顧客と打ち合わせを行う.そして，商談が成立すれば,業務を受注する．

図l 京都試作ネットの受注処理プロセス

寺重予 35．回壜

I I 送信

なお,2時間レスポンスを保証するために，理事企業の中から週ごとに3社が輪番で週当番と

なり，事務局とともに注文を処理し，受注企業を決定する．受注企業の選定について特定の基

準はなく，受注を希望する企業に依頼することもあれば，週当番が適任と考えた企業に依頼す

ることもある．受注企業は，売上高の5％を賦課金として京都試作ネットの本部に納める．京都

試作ネットは，この賦課金と後述する年会費を収益源としている．

顧客からの相談件数は， リーマン・ショック時に一時減少したものの，統合前は年間400件

程度で推移してきた（2006年度：423件,2007年度:409件,2008年度:273件,2009年度:282

件,2010年度:425件,2011年度:407件) .2012年10月に試作グループを統合してからは大幅

に増加し(2012年度:655件,2013年度:898件,2014年度: 1,104件,2015年度: 1,014件) ,現

在は月 100件を目標としている．会員企業の売上高に占める試作ネット経由の売上高は，平均
で5％以下，多くて10％程度であり，全くないという企業もある．

受注内容については，従来は「試作加工」が中心であり，パーツ単位での依頼が大半だった．
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表l 京都試作ネットの試作開発分野

出典 ： 京都試作ネッ トホームページ 「京都試作ネッ トのいちおし技術」

(http://www.kyoto･shisaku.com/recommend/) (2017年1月10日アクセス）

しかし，試作グループの統合に伴い，事業領域を拡張し，現在は「試作開発」にも積極的に取り

組んでいる，試作加工は顧客企業が開発する製品の試作業務のみを請け負うのに対し，試作開

発は，試作業務を基盤としながらも，顧客の要望に応じて，製品企画，概念設計，基本設計，詳

細設計,製造プロセス設計といった製品開発プロセスをトータルに支援する．表lは，京都試

作ネットが手掛ける試作開発分野を示している．

「試作加工」の場合，単一の加工業務のみの場合には会員企業が単独で，複数の加工業務が

必要な場合（例えば，金属加工十表面処理）には複数の会員企業が共同で受注する．これに対

し， 「試作開発」では複数の会員企業による対応が必要な複合案件が多い．複合案件としての

「試作開発」の代表例としては， ローム株式会社，アクアフェアリ一株式会社，京都大学の三者

が共同で開発している「固体水素源型燃料電池システム」の試作開発を挙げることができる（関

西電気保安協会,2014) .京都試作ネットは，同システムの実用化・商品化に向けた試作開発を

受注し，株式会社KYOSOテクノロジ（理事企業）が筐体と内部構造の設計を担当し，クロスエ

フェクト （理事企業）をはじめとする会員企業6社がこの設計をもとに試作加工を行った．同

システムの試作開発は，京都試作ネットにおいて，上流の設計領域から下流のものづくりまで

を一括受注するシステムが活用された初めての案件である．

顧客との取引関係についてはケース・バイ・ケースであるが，一般に，京都試作ネットを利

用した経験のある顧客が別の試作業務を発注する場合，以前と同様の業務（リピート ・オーダ

ー）であれば，京都試作ネットを経由することなく，実際に担当した会員企業に直接発注する

場合が多い． これに対し，以前とは異なる業務を発注する場合, (1)京都試作ネットにオーダ

ーを出す場合もあれば， （2）以前発注した会員企業に対して，適切な企業を探すよう依頼する

場合もある． （2）の場合には, (A)依頼を受けた会員企業が直接，適切な企業を探す場合もあ

れば, (B)依頼を受けた会員企業が顧客企業に代わって，京都試作ネットに適切な企業を探す

よう依頼することもある．このうち, (2) (B)を「代理投稿」 と呼んでいる．代理投稿の場合

は，京都試作ネットへの相談件数として計上されるが, (2) (A)の場合は計上されない． しか

し，これも京都試作ネットがもたらす経済効果（波及効果）である．

25

システム・装置試作 部品加工試作 生産管理・製造ライン他の試作

機械・回路・基盤・ソフトの一括鯖負

自動組立・検査装置

太陽電池セル出力特性検査システム

Web計測制御システム

回路設計・基盤パターン設計

ケーブルチェッカー・制御盤配線

販売・生産管理システム

液体ホーニング

ケミカル装置（めっき・PDPフィルムなど）

CADﾉCAE/PDMシステム

高蹴圧・高周波特殊電源装置

デジタル/アナログ回路・FPGA設計

電子機器製作

複合製缶（板金加工・精密板金加工）

マシニング切削加工（2,/3DCAD/CAM）

工作機械・産業機械

プレス板金（薄板金属加工・精密加工部品）

樹脂加工・成形

複合施盤・細物施盤加工・MC加工

医療関連

(心職シミュレーター・マイクロ鉗子など）

鉄・ステンレス・アルミ ・銅加工

産業機器部品（航空機器・自動車関連など）

光造形・真空注型

微細・極小加工

ワイヤー・細穴放電・研削加工

表面処理（めっき・コーティングなど）

ゴム加工

基板設計/製作/実装

回路設計

通信技術

キーシート （シートキー）

LED応用技術

メカトロシステム

特殊電源

ソフト開発
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品質保証については，京都試作ネットはあくまでマッチング・サイトにすぎず，法的主体で

ないことから，試作ネット自体に品質保証機能はない． しかし，試作ネットのブランドを汚さ

ぬよう，理事企業に対して，試作ネット経由の仕事を最優先し，顧客が求める品質を保証する

よう要請している．営業活動については， 「バーチャルとリアルの使い分け」を重視しており，

Webによる広告宣伝と受注処理（バーチャル）だけでなく，顧客開拓のための訪問活動や展示

会といったFacetoFaceの活動（リアル） も重視している．

3.5京都試作ネットのマネジメント

京都試作ネットは，代表理事，常任理事会，理事会，営業活動会議週当番，事務局といった

機関・会議体を擁している．代表理事は最高責任者であり，これまで5年おきに交代している．

なお，事務局は代表理事が所属する会社が担当する．

最高意思決定機関である理事会は月1回開催され，京都試作ネットとしての戦略を策定する．

理事会は，理事企業から選任された理事のみで構成される．各理事企業から1名が理事に就任

するが， 自身が所属する企業において決裁権限を持つ者でなければならない．理事会には，京

都府と公益財団法人京都産業21からそれぞれ数名がオブザーバーとして出席する．なお，京都

府は，試作産業を含む5分野を「新京都ブランド」に指定し，府内中小企業によるこれら新分

野への進出や新分野におけるベンチャーの育成を支援している．

常任理事会は月3回程度開催され，理事会に諮る議案などを検討する．常任理事会は，理事

から選任された6名の常任理事から構成される．構成は，代表理事，副代表理事兼国内営業部

長，副代表理事（組織部担当） ，常任理事（メディア戦略担当） ，常任理事（国際営業部長） ，常

任理事（企画担当）である．営業活動会議は営業担当者による会議体であり，月 1回開催され

ている．各理事企業からは,最低1名以上が営業担当者に就任する．営業活動会議では，営業担

当者が受注状況（売上高）を報告するとともに，理事会で策定された戦略を受けて戦術を策定

する．週当番は，前述した通り，理事企業のうち3社が週ごとに輪番で担当し，事務局とともに

注文を処理し，受注企業を決定する．

前述したように，京都試作ネットでは「バーチャルとリアルの使い分け」を重視しているが，

会員企業相互のコミュニケーションを通じた「学び」の機会を提供するために，マネジメント

に関してはリアルを重視している．そのため，常任理事会，理事会，営業活動会議といった公

式的な会議体はもちろんのこと，理事企業同士による非公式のミーティング，コミュニケーシ

ョンも頻繁に行っている．

3.6京都試作ネットの戦略

現在，京都試作ネットは， 「事業領域の拡大（試作加工から試作開発へ)」 と 「地理的範囲の

拡大（日本国内から欧米諸国へ)」の2つを重要な戦略として位置付けている．

事業領域の拡大については，前述した通り,2012年10月の新生京都試作ネットのスタートに

伴い，事業領域を拡張し，試作開発にも積極的に取り組んでいる．地理的範囲の拡大について

は,2012年4月に国際事業部を立ち上げ，同年秋に米国シカゴで初の展示会を開催するととも

に，英語版ホームページを作成し，外国，特に欧米圏での知名度を高めるための取り組みを進

めている．京都試作ネットはアジア諸国よりも欧米諸国を重視しているが，それはより難しい

案件に挑戦したいと考えているからである．また，欧米企業との事業を一層拡大するため，将

来的には，欧米企業の開発拠点を京都地域に誘致したいと考えている．
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4.京都試作ネットのビジネス・モデルとマネジメント・コントロール

京都試作ネットは，法的に独立した理事企業群を核としたネットワークであり，会員企業が

ネットワーク自身の使命，理念及びビジョンを共有する．同ネットワークの取組みは，複数の

中小企業によるメタ組織を活用した「第二の創業」 と捉えることができる，同ネットワークの

メタ組織としてのマネジメントは， 「試作に特化したビジネス・モデノレ」 と 「信条システムを

基盤とするマネジメント ・コントロール」の2つの特徴を有すると考えられる．

4．1試作に特化したビジネス・モデル

京都試作ネットは，試作プロセスに特化し，異なる専門性を有するモノづくり中小企業がネ

ットワークを組み，独自ブランドとして体系化し，可視化することで，競争優位を確立してき

た．試作は製品設計と工程設計の適切性を検証する手段であり，一般に，試作品は単品もしく

は小ロットで生産されることから，試作企業には大量生産能力は求められないが，様々な試作

ニーズに対応するために，高度な技術力に加え，素材，形状，加工方法等に応じて柔軟に対応

する能力が求められる．そのため，試作企業にとって，キャパシティ (capacity)よりもケイパ

ビリティ (capability)の重要性が高い． ここで，ケイパビリテイとはあるプロセスを遂行する

上で求められる能力要素として，キャパシティとはケイパビリティの保有量として定義する．

京都試作ネットは，異なるケイパビリティを有する企業がネットワークに参加することで，

「技術の多様性」 と 「技術の補完性」を実現していると考えられる．技術の多様性と補完性を

活かして，会員企業のケイパビリティを組み合わせることで，様々な試作ニーズに対応すると

ともに，個々の会員企業は自社のケイパビリテイに特化することができるため，独自ケイパビ

リティを追求することが可能となっていると考えられる．

伊丹(1998)は，分業集積群が柔軟性を保有できるための基礎要件（柔軟性要件）として， 「技

術蓄積の深さ」 ， 「分業間調整費用の低さ」 ， 「創業の容易さ」の3つを挙げている．京都試作

ネットにおいては，会員企業が異なるケイパビリティを有していることから， 「技術蓄積の深

さ」 と 「分業間調整費用の低さ」を活かして，多様な試作ニーズに対応することができる． こ

こで，分業間調整費用とは，細かく分かれて分業を担当している企業間の取引の調整費用であ

り，分業相手を見つける費用から，実際に分業した加工をきちんとやってもらうための話し合

いの費用，分業開始後の設計変更などの費用，代金回収までの取引完結に必要な費用など，複

雑な分業を前提として整合的に実行していくために必要な費用の総体のことである．

また，末松(2002)は，ネットワークが追求する要素として， 「資源共有_| , 「機能分散」 ， 「負

荷分散」の3つを挙げている．京都試作ネットは，会員企業が持つ多様なケイパビリティを共

有し（資源共有） ，技術の多様性を実現できることから，会員企業は各々， 自社のケイパピリテ

イに特化するとともに，独自ケイパビリテイの追求に邇進することができると考えられる（機

能分散） ． さらに，受注，展示会や海外展開等，一社ではコストが高い，あるいは不可能なこと

を共同で行うことで，会員企業ごとのリスクとコストを低減していると考えられる （負荷分

散） ．

京都試作ネットは，試作業務を試作加工と試作開発とに区分している．試作加工の場合，部

品単位での受注が大半である．部品単位の場合，複数の加工業務が必要な場合であっても，あ

る会員企業が金属加工を行い，その後，別の会員企業が表面処理を行うといったように，バト
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ンタッチ方式によって，上流工程から下流工程へと順送りで業務を遂行できるため，分業間調

整費用は低い．これに対し，試作開発では，複数の会員企業が相互に調整しながら業務を行う

複合案件が中心である．複合案件においては，一般に分業間調整費用が高く，企業間連携の確

保が不可欠である．京都試作ネットの場合，後述する，基本的価値観の共有を前提とした会員

企業間での質の高いコミュニケーションがこれを支えていると考えられる，

試作とは新しいものを初めて作る行為であり，あらかじめ解答は用意されていない．会員企

業は，厳しい納期と予算制約の下で，未経験のことに取り組み， 自ら解を生み出していかなけ

ればならない．そのため，会員企業は，各々が保有するコア・ケイパビリティを基盤としながら

も，顧客ニーズへの対応力を強化するために，実践を通じて独自ケイパビリテイを獲得し， 自

社のケイパビリティを拡張し続けなければならない．

独自ケイパビリティを獲得するためには，未経験のものに対するチャレンジ精神が何よりも

重要であり，試作開発においてはその重要性がより一層高い． この点について，京都試作ネッ

トは， ドラッカーの経営理論・経営哲学の共有を通じて，顧客を創造するためのイノベーショ

ンの重要性を理事企業間で共有している．外国展開においても，イノベーションの機会を探求

するために，欧米諸国からの難しい案件を受注すべく，欧米諸国における知名度を高めるため

の取り組みを進めている．

また，京都試作ネットは，ネットワークと独自ブランドを活かして販売プロセスを強化して

いる．マーケティング力を強化するために,Webを活用して受注処理業務を効率化する一方で，

マーケティング活動に人材を投入して，その強化を図っている．顧客開拓については，理事企

業の経営者自らが顧客訪問を行うとともに，展示会に参加し，プレゼンテーションを行うこと

により，京都試作ネットの知名度を上げるとともに，受注の拡大を図っている． さらに，月1回

開催する営業活動会議において，受注状況を定期的にチェックするとともに，受注拡大のため

の戦術を立案して，速やかに実行に移している．

4.2信条システムを基盤とするマネジメント・コントロール

メタ組織の場合，各構成員は法的に独立しており，雇用契約による縛りもないため，メタ組

織の活動にどの程度参画するかは各構成員の自由裁量に委ねられている．そのため，構成員を

直接統制できないことから，診断型統制システムによる統制には制約がある．このことから，

メタ組織としてのマネジメント ・コントローノレ機能としては，信条システムと境界システムに

よる価値観と行動原則の共有及び，双方向型統制システムに基づく継続的な議論と対話による

新たな戦略の創発が重視されるものと思われる．

京都試作ネットのマネジメント・コントロールの特徴は，信条システムを非常に重視してい

る点にあると考えられる. Simons (1995,2000)によれば，信条システムとは，経営者が組織と

しての基本的価値観， 目的，方向性を公式に伝え，強化するための「組織としての明確な定義」

のことであり，その第一義的な目的は「組織く‘るみの機会探索・開拓を奨励し，正しい方向へ

と導くこと」にある． さらに,Simons (1995)は，公式的な信条システムを構築することによる

効用は，信条(credo)やステイトメント (statement)そのものからではなく，むしろ，それらの

信条を伝え，理解を促すための議論の中から生じることが多いと論じている．

京都試作ネットは，図2に示すような基本的価値観を，入会手続きと入会後の公式・非公式

のコミュニケーションを通じて，理事企業間で共有し，かつ，強化を図っている．
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図2京都試作ネットの基本的価値観

使命

理念

ドラッカーの経営理論・経営哲学

京都試作ネットに入会するための資格要件は以下の通りである.2012年10月の試作グループ

統合後は，理事企業として入会するための資格要件となっている．

(1)京都府内に所在する会社であること

（2）モノづくりを行う会社であること

（3）京都試作ネットの使命と理念に共感していること

（4）経営者自らが試作ネットの活動に積極的に参加し，従業員任せにしないこと

（5）年会費を60万円納めること

さらに，理事企業として入会を希望する会社は，以下のステップを経なければならない．

Stepl:理事企業l社による推薦を受けた上で，代表理事と顧問(2代目代表理事山本昌作氏）

の2名による面接を受ける．

Step2:面接に合格すると準会員（最低6か月） となる．準会員は，理事会や営業活動会議にオ

ブザーバーとして参加する．準会員になった会社は，会社の代表者が，京都試作ネット

主催の「ドラッカー講座（全6回)」を受講しなければならない．

Step3: ドラッカー講座受講後，代表理事と相談役（初代代表理事鈴木三朗氏）の2名による最

終面接を受け，合格すれば，理事企業（正会員） として認められる．

このように，理事企業として入会を希望する企業の経営者は，京都試作ネットのトップによ

る2度の面接を通じて， （3） と （4）についての自身の認識を厳しく問われる． さらに，準会員

となってからも，経営者は，各種会議体へのオブザーバーとしての参加とドラッカー講座の受

講を通じて，同ネットワークの基本的価値観についての理解を深めるとともに，それに基づい

て，自身の意識を変革することが求められる．

理事企業として認められてからも，公式的な機関や会議体だけでなく，非公式のミーティン

グやコミュニケーションを通じて，京都試作ネットの使命と理念への理解を深めるとともに，

同ネットワークの活動への責任感を醸成することが求められる． この点について，竹田氏は

「経営者が自ら汗をかかなければならない．社長自らが営業活動や展示会活動等，試作ネット

の活動に積極的にコミットすること． 自身が関与せず，従業員任せにするのは論外である.」 と

述べている．

このような公式・非公式のコミュニケーションを通じた理事企業間での基本的価値観の共有

が，京都試作ネットの使命，理念とビジョンの実現に資する協調的な業務遂行（オペレーショ

ンのアラインメント (alignment)) と自律的な独自ケイパビリティの獲得（イノベーションの

エンパワーメン卜 (empowerment))を支えていると考えられる． さらに，理事企業間でのコミ

ュニケーションは，戦略の不確実性への対処と新たな戦略の創発を促進する，双方向型統制シ

ステムとしての機能も果たしていると考えられる．
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5.京都試作ネットが会員企業にもたらす外部効果

京都試作ネットのようなメタ組織は，雇用関係によらない結びつきによるネットワークを基

盤としており，構成員はそれぞれ法的に自治権を有している．程度の差はあれ，構成員はそれ

ぞれ自社固有の顧客と業務を抱えている．そのため，構成員は， 自社にとって有益と考えるか

らこそメタ組織に参加する． したがって，メタ組織の考察にあたっては， メタ組織それ自体だ

けでなく，メタ組織が構成員にもたらす外部効果にも着目する必要がある.KaplanandNorton

(2001,2004)による戦略マップ(StrategyMaps)のフレームワークを参考に，京都試作ネット

が会員企業，特に理事企業にもたらすと考えられる外部効果を図示したものが図3である．

図3京都試作ネットが会員企業にもたらす外部効果

外部効果は，収益増大効果と組織能力増強効果の2つに大別することができる．収益増大効

果は，規模の経済性（会員企業が直接請け負う受注だけでなく，試作ネット経由での受注を請

け負うことで受注総量が増加する） と範囲の経済性（事業領域の拡張によって受注総量が増加

する）の2つの源泉から得られる． このうち，後者は，その前提として独自ケイパビリティの獲

得による自社ケイパビリティの拡張が不可欠であることから，組織能力増強効果を通じて得ら

れるものである．

一方，組織能力増強効果は，人材育成・開発と企業ブランドの確立とに大別することができ

る．前者は，京都試作ネットでの活動を通じて新たな事業に挑戦するとともに，他の会員企業

と質の高いコミュニケーションを行うことで, (1)経営者・従業員の意識が変革し，その結果，
（2）経営者のマネジメント能力が高まるとともに， （3）組織レベルあるいは個人レベルでの

技術力が向上する， というものである．後者は，京都試作ネットでの活動を通じて会員企業の

知名度が高まることである． さらに，企業ブランドの向上は，従業員の会社に対する忠誠度

(royalty)を高めるとともに，優れた潜在能力を有する人材の新規採用に資するため，組織ある
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いは個人レベルでの技術力の向上にとってプラスに作用する．

そして，チャレンジ精神，人材育成･管理能力，プロジェクト管理能力といった経営者のマネ

ジメント能力を技術に結び付け，果敢に新しい案件に取り組むことで，組織全体あるいは個人

レベルの独自ケイパビリティを拡張・増強し，その結果，範囲の経済性に基づく収益増大効果

を得ることが可能となると考えられる．

6.結語

京都試作ネットのビジネス・モデル，マネジメント・コントロール及び，会員企業にもたら

すと考えられる外部効果を統合して整理したものが，図4である．京都試作ネットの特徴は，

技術の多様性と補完性を活かしたビジネス・モデルと， これを支える，メタ組織としての信条

システムに基づく自律的なマネジメント ・コントロールであると考えられる．

図4京都試作ネットのビジネス・モデル，マネジメント ・コントロール及び外部効果

会員企業の増加 技術の多様性・補完性

試作ビジネスにおける

競争優位
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外部効果

試作ビジネスの事業規模を拡張するためには，高度かつ多様なケイパビリティが求められる

京都試作ネットは，異なるケイパビリティを有する中小企業がネットワークを組むことで技術

の多様性と補完性を実現し，様々な試作ニーズに対応するとともに，個々の会員企業による独

自ケイパビリテイの追求を促進することが可能となっていると考えられる．

同ネットワークは，信条システムを重視し，ネットワークの使命・理念・ビジョン及び，これ

らの基礎をなすドラッカーの経営理論・経営哲学といった，メタ組織としての基本的価値観を

共有することで，会員企業による同ネットワークへの理解と参加意欲を高めてきた．理事企業
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間での公式・非公式の頻繁かつ質の高いコミュニケーションが基本的価値観の共有を促進し，

メタ組織としての一体感とチャレンジ精神を醸成する． このことが，同ネットワークにおける

オペレーションのアラインメントとイノベーションのエンパワーメン卜を支えていると考えら

れる．また，理事企業間でのコミュニケーションは，戦略の不確実性への対処と新たな戦略の

創発を促進する，双方向型統制システムとしても機能していると考えられる．

さらに，同ネットワークは，実利だけでなく学びも重視することで，成長意欲の高い企業を

呼び込むとともに，会員企業の成長を促している．期待される外部効果がネットワーク参加へ

の意欲を高め，ネットワークでの活動を通じて実現した外部効果が組織を活性化させるという

好循環を生み出していると考えられる．

2012年10月の試作グループ統合に伴い，京都試作ネットの会員企業は大幅に増加し，組織規

模が拡大するとともに，多様なケイパピリティを取り込むことができ，より一層，技術の多様

性と補完性を高めることができた． しかし，新たに加わった会員企業の大半は理事企業とは異

なり，同ネットワークの基本的価値観を十分に共有できているとは限らない．今後，京都試作

ネットが，持てる規模と技術の多様性・補完性を十分に活用し，試作ビジネスにおける発展を

遂げるためには，同ネットワークの基本的価値観の浸透を通じて，理事企業以外の会員企業に

よる積極的な参加をどれだけ促すことができるかが重要な鍵となる．

なお，本分析から観察されたコントロール特性（基本的価値観の共有によるマネジメント・

コントロール）が他のメタ組織でも同様に機能するのか，メタ組織において他のコントロール

手段としてどのようなものが存在し，それらがどのような機能を果たすのか， といった点につ

いては，単一のメタ組織の分析のみでは明らかにすることができない． この点について，研究

上の残された課題としたい．
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論文

研究開発投資の会計処理に関する一考察

吉井貴充

<論文要旨＞

研究開発投資は， 日本の会計基準と米国会計基準では全額費用化処理を求めているのに対

して，国際財務報告基準では研究開発投資の一部資産化を認めており， 日本で国際財務報告

基準が適用された場合に研究開発投資の資産計上を行う企業があると推測される．

そこで，本研究では日本の企業のデータを対象として，業種毎の研究開発投資に関する適

切な会計処理に関して実証分析を行った．その結果，化学工業，機械および精密機械では研

究開発投資の費用化処理が示唆され，医薬品， 自動車および電気機械では研究開発投資の一

部資産化が示唆された． この結果は医薬品， 自動車および電気機械では資産化可能な研究開

発投資の割合が他の業種に比べて多額である可能性を示していると考えられる．

<キーワード＞
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1． はじめに

代表的な2つの会計基準である国際財務報告基準(InternationalFinancialReportingStandards)

と米国会計基準(GenerallyAcceptedAccountingPrinciples)において，研究開発投資の会計処理が
異なっている．国際財務報告基準における研究開発投資に関する会計基準は，前身である国際

会計基準(InternationalAccountingStandards)まで遡ると1978年の「研究開発活動の会計」 (IAS9

号)から2004年の「無形資産」 (IAS38号)まで4回の改訂があったものの，研究開発投資の一部
資産計上を認めるという基本的なスタンスは変わっていない．一方，米国会計基準における研

究開発投資に関する会計基準は， 1974年の「研究開発投資の会計処理」 (SFAS2号), 1982年の

「研究開発契約」 (SEﾍS68号)および1986年の「売却，賃貸， あるいはその他の方法で市場に

提供されるコンピュータソフトウェアのコストの会計処理」 (SFAS86号)の3つが存在する．

SFAS68号, SFAS86号はSFAS2号の適用範囲外である外部委託と個々の判断に任せたソフト

ウェアに対する扱いを明確にした基準であり，研究開発の会計処理の基本的なスタンスは

SFAS2号の公表から変化していない．すなわち，研究開発投資は支出のあった年度に全額費用

処理することを求めている．

日本の会計基準における研究開発投資に関する会計基準「研究開発費等に係る会計基準」は

1998年に設定され, 2000年3月期決算企業から適用されている． この会計基準の適用により，

繰延資産として一部の資産計上が認められていた試験研究および研究開発投資の資産計上が廃

止され，研究開発投資はすべて支出のあった年度に費用処理することとなった． また， ソフト

ウェアの研究開発投資に係る会計処理を研究開発投資とどのように区分するかを明確にして，

それぞれの会計処理を明示的に要求したことも特徴としてあげられる．研究開発投資の全額費

用化の理由として，企業会計審議会は, 1)企業間の比較可能性を担保する必要性,2)発生時には

将来の収益を獲得できるか不明， 3)研究計画が進行して将来の収益の獲得期待が高まったとし

ても依然として不確実等をあげている1．上記の理由2)と3)は国際財務報告基準の「無形資産」

(IAS38号)の定義とほぼ同様にもかかわらず，結論は, SFAS2号の検討項目とも整合性がある

点が興味深い．

研究開発投資の全額費用化は米国会計基準と整合性があり， このことは「研究開発費等に係

る会計基準」の公表が1998年だったことを考慮すると，当時の有力な会計基準であった米国会

計基準の影響を大きく受けたものと考えられる．

今後，グローバル的に国際財務報告基準へと会計基準が移行していくことが予想されるため，

1998年の「研究開発費等に係る会計基準」が適用された2000年3月決算以降の会計処理に一

貫性があるデータを用いて，研究開発投資の会計処理の妥当性について評価することは意義が

あるものと考えられる．
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2．先行研究

2.1研究開発投資効率に関する先行研究

1980年代から， ミクロ経済学の分野ではGriliches(1980)の研究を噴矢に研究開発投資の費用

効果分析に関する研究が行われてきた2.Griliches(1980,1986)は, Cobb-Douglas型生産関数の

フレームに技術知識ストック3をインプット関数として組み込み,インプットとアウトプットと

の関係を以下の式でモデル化した．

Qt=AeXtKFCfl;~6 (1)

Q アウトプット （売上または付加価値額）

A 構造パラメータ (CとLについての規模の利益を一定と仮定）

K 技術知識ス1､ツク

c 物的資本財インプット

L 労働インプット

入 非体化型外生的技術変化率

α 技術ストックのアウトフ°ツト弾力性

l-β 労働のアウトプット弾力性

e 自然対数の底

研究開発投資効果は技術知識ストックとして蓄積し，減価(陳腐化)が発生しながらアウトプ

ットに影響すると考えられるため，以下の式で推測される．

Z"iRDt-,Kt= (2)

(A)i (t-i)期の研究開発水準をt期の技術ストックに関連づける係数．

RDt_i (t-i)期の実質研究開発投資(基準化したもの)．

タイムラグ．

上記のモデルをもとにGriliches(1980)は1957-1965年の従業員l,000人以上の製造業883社を

対象に, Griliches(1986)は1966-1977年の製造業911社を対象に，それぞれ実証研究を行い, 1)

研究開発投資は，売上高や付加価値を測度とするアウトプットに有意である， 2)基礎研究費割

合はアウトプットへの決定要因として重要性が高いことが推定される， 3)政府が助成している

研究開発投資よりも企業資金による研究開発投資の方がアウトプットに対して効果的であった

としている．

Grilichesはその後,ClarkとともにGrilichesモデルの(l)式にインプット変数として原材料を

追加したモデルで, 1970-1980年代の米国製造業の924事業部を対象にした実証分析も行って

いる. (ClarkandGriliches(1984))

上記の2つのモデルを発展させる形で,RavenscrafiandScherer(1982)は,販売費(広告宣伝費，

販売促進費，販売員費，その他の販売費)も研究開発投資とともに利益に影響する要因と考え，

インプット関数として追加したモデルを考案した．彼らは1970-1979年の企業の事業部を対象

に，最大タイムラグを5年， 8年と仮定し， アーモンラグ推定(Almonlagmodel)4に基づく重回

帰分析を実施している．その結果，販売費の支出の効果はほぼその支出事業年度に利益として

発現しタイムラグは発生していないと推測されるが，研究開発投資は3年～5年のタイムラグ

を持って利益に対して影響を与えていると報告している．
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以上， 3つの代表的な先行研究を見てきたが，西村(2001)が指摘するように, 1)研究開発投資

の効果がタイムラグを持ってアウトプットである売上高や利益と有意な関係にあること， 2)研

究開発投資を累積した技術知識ストックの考え方が考案されていることの2点が重要である．

項目l)は会計の資産の定義の基本概念である将来利益との相関に通じる考え方であり，また，

項目2）は研究開発投資の資産化の考え方と整合性がある． これらの研究はインプットである

説明変数の時間軸上の範囲を拡大し，後の研究開発投資の会計処理に関する研究の礎になって

いることがうかがえるものの，あくまでインプットに関するアウトプットの有用性の評価に留

まっている．

2.2研究開発投資の会計処理に関する先行研究

研究開発投資の会計処理に関する研究は1974年の「研究開発投資の会計処理」 (SFAS2号)の

適用で研究開発投資の費用化処理が義務付けられた米国で盛んに行われてきた， 中でも代表的

な研究に研究開発投資の資産化を主張したLevandSougiannis(1996)があげられる．

対して, SFAS2号の前提条件を肯定した研究としては, Kotharietal. (2002)があげられる．

以下では上記の2つの先行研究を概観し， 日本における先行研究についても確認する．

LevandSougiannis(1996)は「研究開発投資の会計処理」(SFAS2号)適用の検討項目であるl)将

来の便益の不確実性や支出と便益の因果関係， 2)研究開発投資の情報がもたらす有用性等の要

因に対して， 1975年-1990年の企業データを用いた実証分析を行い, 1)研究開発投資は将来の

便益と因果関係があり， 2)研究開発投資の費用化により投資家に適切な情報を提供できていな

いため，研究開発投資率が高い企業では株式のリターンがタイムラグを伴って高いパフォーマ

ンスを見せているとし，費用化処理が適切ではないと主張している．

LevandSougiannis(1996)では，以下の手順で研究を進めている．

l)研究開発投資と修正営業利益との関係により，研究開発投資の資産化と償却率を推計．

2） 報告利益の修正．

3） 資産化した研究開発投資，修正報告利益と株価の関係を推定．

また, LevandSougiannis(1996)のモデルは以下の手順により，研究開発投資の資産化を推測

している． ここで, t期における企業iの利益Eitは，有形資産'Initと無形資産IAitの関数と定義
する．

Eit=g(TAit,IAit) (3)

次式の研究開発投資のラグ項の推測には多重共線性を軽減するため，推定式の変数を削減す

ることができるアーモンラグ推定を行う点が特徴として挙げられる． また，研究開発投資RD

は被説明変数であるOIと同時性があるため， 自社以外の業種平均値IRDを説明変数とした(5)

式で回帰分析して推測した値と取り替えたのちに， (4)式の回帰分析を行う操作変数法を用いて

いる．不均一分散の防I上としては各変数を売上高で基準化している．

n

(O1/S)it=qo+α佃/s)"-,+Zqzk(RD/s)M-k+cI3(AD/s)"-,+' （4）
k＝0

O1 減価償却費，広告宣伝費，および研究開発投資控除前の営業利益

s 売上高

TA 有形固定資産

RD 研究開発投資
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AD 広告宣伝費

E 誤差項(以~ド同じ）

(RD/S)i,t=a+b(IRD/S)i,t+Mi,t （5）

(4)式で推計されたα2.kを元に研究開発投資の業種全体の年償却率6kを計算し’サンプル企業

ごとに年間研究開発償却額RAitを計算するために使用する．

6k=azk/Zaz" （6）
k

RAi[=MD"-,< （7）
k

研究開発投資についての修正済みの利益xiは, (GAAP上の)報告利益xRに研究開発支出RDit

を足して， (7)式のRAitを引いたものと等しい．

X;=X;+RDit-RA!上 （8）

各サンプル企業の年度末研究開発資産RDCitは，以下となる．

（‘書‘,） ①’
N－1

RDCit=ZRD"_"
k＝0

N 研究開発の有効期間ないしは波及期間

日本においてはLevandSougiannis(1996)のモデルをもとに，劉(2005)は日本の医薬品業界の

20社(および選定した5社)の1977年～2000年のデータ(タイムラグの推定に使用)を用いて分

析を行った．その結果，ほぼ, LevandSougiannis(1996)と同様の結果が得られ，研究開発投資の

資産化が示唆されたとしている．また，類似の研究としては，榊原他(2006)，山口(2006)等が挙

げられ，いずれも研究開発投資の資産化に肯定的な結果を報告している．

Kotharietal.(2002)は「研究開発投資の会計処理」 (SFAS2号)適用の検討項目であるl)将来の

便益の不確実性や支出と便益の因果関係， 2)研究開発投資の情報がもたらす有用性等の要因に

対して, 1972年-1997年の約50,000サンプルで実証検証を行った．その結果，研究開発投資が

設備投資と比べて将来の収益の対して不確実性をもたらしているとし，項目l)の将来の便益と

の不確実性を支持する結果となったとしている．

Kotharietal.(2002)は，収益の変動性をあらわす被説明変数を1年後から5年後の経常利益の

標準偏差として，設備投資も研究開発投資と同様と仮定し，以下の推定式を提案している．

SD(Et+,.(+5)=q+6,tCapExt+62tR&Dt･+63tMIA+64tLevt+E (10)

SD(Et+,,t+5) (t+1～t+5)期間中の経常利益の標準偏差

CapExt 設備投資額

R&Dt 研究開発投資

M昭 株式時価総額

Levt 財務レバレッジ

（10)式において，株式時価総額と財務レバレッジはコントロール変数である．

実証分析では, 1972年-1997年の約50,000サンプルでの推測結果より，設備投資額と研究開

発投資の係数が3倍ほど研究開発投資の方が大きかったことから，研究開発投資の方が設備投

資額より，将来利益の不確実性に寄与しているとした．なお， （10)式は基本式であり’実際に実

証分析を行った推測式では広告宣伝費を追加したモデル等，複数のモデルが存在するが，いず
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れも設備投資額(有形固定資産合計額)よりも研究開発投資(研究開発資産)の係数が大きく推定
されたとしている．

類似の研究としては,Amiretal. (2007)が挙げられるが，研究開発投資比率が高い産業では，

Kotharietal.(2002)と同様の結果となったものの，設備投資比率が高い産業ではそのような結果

が得られなかったとしている． 日本における類似の研究としては,中野(2009),青木,間普(2009)

が挙げられるが, Kotharietal.(2()02)の結果とほぼ同様に設備投資額よりも研究開発投資の係数

が大きく推定されたとしている．

3． リサーチデザイン

2節の先行研究の内容を考慮すると，以下の観点からの研究が進展していないものと考えら

れる．

l) 1998年の「研究開発費等に係る会計基準」適用後の会計処理に一貫性があるデータを用

いて，研究開発投資の会計処理の妥当性について評価した研究は意義があるものの，数

少ないと思われること．

2） 日本の会計基準について，今後，国際財務報告基準の導入が予想され，研究開発投資の

資産化が求められることが想定されるが，研究開発投資のl)将来収益との関連性, 2)将

来収益の確実性の2つの視点から妥当な会計処理について，業種間の相違を考慮した研

究が見当たらないこと．

そこで，本研究では, 1998年の「研究開発費等に係る会計基準」適用後のデータのみを用い

て，研究開発投資のl)将来収益との関連性, 2)将来収益の効果に関する確実性の2つの視点か

ら先行研究を参考にし，業種毎の適切な会計処理について実証分析を行う．

具体的な調査方法は，先行研究をもとに，項目l)についてはLevandSougiannis(1996)のモデ

ルを用いて将来収益と研究開発投資の間にタイムラグが存在しているかを分析し，項目2)につ

いてはKotharietal.(2002)のモデルを用いて研究開発投資が将来利益に与える不確実性につい

て設備投資額と比較を行うことより分析を行う．

研究開発投資については，全ての会計基準において研究費は費用化処理が求められているた

め，研究開発投資の資産化が示唆された場合でも，資産化が示唆されるのは研究開発投資の一

部である開発費となる． また．資産化は将来利益との関連性と確実性の2項目を同時に満たす

必要があると考えられる．将来利益と研究開発投資との間にタイムラグが確認できなかった場

合は将来利益と関連性がないと考えられるため費用化が示唆され， タイムラグが認められた場

合は将来利益と研究開発投資が関連性を持つため，研究開発投資の一部資産化が示唆されると

考えられる．次にKotharietal.(2002)のモデルで設備投資と研究開発投資が将来利益に対してど

ちらが不確実性をもたらす影響が高いかを確認する．研究開発投資が設備投資額より将来利益

に対して不確実性をもたらすと認められた場合は費用化が示唆され，逆に設備投資よりも不確

実性への影響が少ない場合もしくは影響自体が認められない場合は研究開発投資の一部資産化

が示唆されると考えられる．

つまり，研究開発投資の－－部資産化が示唆される場合は, 1)研究開発投資と将来収益との間

にタイムラグを持った関連性が確認できること， 2)研究開発投資が設備投資よりも将来収益に

対して不確実性を及ぼす影響が少ない場合もしくは無い場合の2つが求められる．
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両モデルを用いて推測される結果を以下のマトリックスにまとめる．

表1研究開発投資の適切な会計処理の推測

3．1研究開発投資のタイムラグ推定

研究開発投資と将来利益との関連性の分析には, LevandSougiannis(1996)のモデルで使用し

た(4)式をもとにした以下の推定式を使用する．

、

(01/S)!:=c"(TA/S)"_,+Z｡(2k(RD/S)L､3(AD/S)"_,+. (11)

k＝o

LevandSougiannis(1996)でも触れているが, (4)式のように当期の修正営業利益と当期および

ラグ付きの研究開発投資を含んだ説明変数でOLS推定を行う場合, 1)ラグ付き説明変数間に高

い相関がみられることより多重共線性が発生する可能性， 2)被説明変数と説明変数に同期の同

じ変数が存在することより，誤差項と説明変数が相関を持ちOLS推定量が不偏性と一致性を持

たない同時性の問題の2つが懸念される．このうち,項目1)についてはLevandSougiannis(1996)

と同様にアーモンラグ推定を使用することにより多重共線性の問題を最小限に抑える．項目2）

については榊原他(2006)を参考にして， ラグ項をt期～n期からt-1期～n期までに変更，するこ

とにより被説明変数と説明変数間に同期の変数を削除することにより対応する．

これらの対応を行った結果，推定式は以下となる．

n

(01/S)i[-c"(TA/S)"_2+Z"2"(RD/S)"_k+"3(AD/S)"_,+. (12)

k＝1

01減価償却費，広告宣伝費および研究開発投資控除前の営業利益

TA有形固定資産，棚卸資産等の合計

S 売上高

RD研究開発投資

AD広告宣伝費

各変数は，劉(2005, p.122)を参考に設定している. OIは企業がt期に報告した営業利益に同

じくt期に報告された販売費および一般管理費の広告宣伝費とt期に報告された研究開発投資

および減価償却費を控除した合計金額で設定している．なお，研究開発投資は2節で確認した

ように最も有力な情報源とした有価証券報告書の注記計上額で設定している． また，広告宣伝

費についてはタイムラグを持って長期に利益に影響を与えているとの先行研究も存在するが，

RavenscraftandScherer(1982)による先行研究で広告宣伝費の影響がl～2年程度と実証された結

果を受けてLevandSougiannis(1996)はタイムラグを伴わないt-l期のみを採用していることを
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LevandSougiannis(1996)のモデル

タイムラグ有 タイムラグ無

Kotharietal.(2002)

のモデル

設備投資より不確実性へ

の影響大

設備投資より不確実性へ

の影響小もしくは影響無

費用化を示唆

一部資産化を示唆

費用化を示唆

費用化を示唆
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重視し，劉(2005)と同様に本研究でも広告宣伝費はt-l期のみを採用する．

TAはt-l期の有形固定資産合計額，棚卸資産合計額，営業権，連結調整勘定および非連結子

会社関連会社株式・社債・出資金の合計額で設定している． また，各変数は不均一分散を軽減

するため,同じ期の売上高で基準化している.次にアーモンラグ推定の設定について記述する．

アーモンラグ推定において用いる多項式の次数は先行研究をもとに2次， 3次および4次式と

し， ラグ項の終端条件はタイムラグの設定について事前に情報がなく今回推定可能な8年以上

のラグ期間も考えられるため，無制約のみを設定する．

分析の結果, Sougiannis(1994)をもとに自由度調整済み決定係数が最も高いラグ期間を推定さ

れたタイムラグ期間とし， タイムラグを他の説明変数と同じ1年とした(13)式とタイムラグ期

間を0年とした(14)式の推定結果と自由度調整済み決定係数が高い方を選択し,(12)式の結果が

選定されればタイムラグが確認できたものと判断する. (13)式もしくは(14)式の結果が選定さ

れれば， タイムラグが確認できなかったものとする．

(OI/S)it=qo+q,(TA/S)i,t_,+(RD/S)i,t_,+q3(AD/S)i,t_,+E (13)

(OI/S)it=qo+q,(TA/S)i,t+(RD/S)i,t+q3(AD/S)i,t+E (14)

タイムラグが確認できれば研究開発投資の将来利益への影響が確認できたものとする．

3.2研究開発投資の将来利益へのリスク分析

研究開発投資効果の将来収益への不確実性の分析には, Kotharietal.(2002)のモデル(10)式に

おいて，経常利益の標準偏差，設備投資額および研究開発投資を純資産簿価BVで基準化した

以下の式を用いる．

SD(E/BV)i"""' ＝α+6I(CapEX/BV)"+62(RD/BV)i(+63''川上+64Levit+E (15)

SD(E/BV)…+5 (t+1～t+5)期間中の経常利益の標準偏差

(CaPEX/BV)" 設備投資額

(RD/BV)i[ 研究開発投資

1nMMt 株式時価総額を対数変換

財務ﾚバﾚﾂジ((鮒合淵擁…綱）
負債合計額

Levit

研究開発投資は前述の検討結果より有価証券報告書の注記計上額で設定し，純資産簿価BV

は会計基準変更前の年度が含まれているため’負債・純資産合計から負債合計を控除した額を

用いた． また，株式時価総額に使用する株価は決算月の終値を使用した．

(15)式を用いた分析結果より，以下の結果が推測される．

1) 設備投資額の係数と研究開発投資額の係数を比較し，研究開発投資額の係数が大きけれ

ば，研究開発投資は設備投資と比較して将来利益の不確実性の増加要因である．

2） 設備投資額の係数と研究開発投資額の係数を比較し’研究開発投資額の係数が小さけれ

ば,研究開発投資は設備投資と比較して将来利益の不確実性の増加要因となっていない．

3）研究開発投資額の係数が有意でない場合は，将来利益の不確実性に影響を与えていな

い．
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4．データ概要

本研究で使用したデークの概要について以下に主とめる．財務データは日経NEEDS財務デ

ータから入手し，抽出条件は企業グループ内の研究開発効果のスピルオーバーを考慮し連結優

先オプションを設定した．株価の決算月終値テーダはYahoo!ファイナンスから入手した．

以下に対象とした企業の条件についてまとめる．

1）対象期間は会計基準変更が適用となった2000年3月から2008年ll月とする．

2） 東証---部に上場し， 日経業種中分類で化学工業，医薬品，機械，電気機械， 自動車，精

密機械に属している企業．

3） 対象期間中の全ての期間で研究開発投資を報告しており，決算月に変更がない企業．

4） 対象期間中の全ての期間で東証一部に上場しており，期末の株価が入手可能な企業．

項目l)について，今回の分析対象が研究開発投資であるため，会計基準変更後の2000年3月

度からのデータのみを使用することとし， また， リーマンショックの影響がまだ顕在化してい

ないと考えられる2008年ll月までの期間を対象とした．項目2)について，本研究では業種毎

の分析を行うこととしているため，製造業のカテゴリに属する研究開発活動が活発と思われる

東証一部上場の化学工業，医薬品，機械電気機械， 自動車，精密機械の各産業に属する企業

を対象とした．項目3)について，研究開発投資のタイムラグ推定を行うことと決算月が変更と

なった場合は適切な財務データを入手できないと思われることより， 9年間全ての決算月に研

究開発投資を報告しており，かつ決算月に変更がない企業を対象とした．項目4)について，説

明変数に株式時価総額を用いることより， 9年間全ての決算期の月末において株価の終値を取

得できる企業を対象とした．

研究開発投資と将来利益との関連性の分析は上記の項目 l), 2), 3)を満たしたデータを使用

し，研究開発投資効果の将来収益への不確実性の分析には上記の項目1), 2), 3), 4)を全て満た

したデータを使用した．研究開発投資と将来利益との関連性の分析のデータについては9年分

のデータとなっており，研究開発投資効果の将来利益への不確実性の分析データについては被

説明変数が5年間の経常利益の標準偏差となっているため， 4年分のデータとなっている．

5．分析結果

5.1”記述統計量

本研究で使用したデータの記述統計量について以下にまとめる．

表2より，説明変数であるTA/SとRD/Sの平均値を比較すると全ての業種でTA/Sの値が大

きくなっていることが分かる． また，全ての業種でAD/Sの値はRD/Sの値より低くなってお

り， 最小値及び第一四分位の値が0に近い値となっている．これは対象としたデータである販

売費および一般管理費の広告宣伝費が研究開発費より相対的に低額であることと，販売費およ

び一般管理費の明細は5％(現在は10%)を超えない項目については開示義務が無いことで全サ

ンプルの約37.7％が欠損値になっている豆との2つが主な要因であると思われる． なお，本分

析では，広告宣伝費の欠損値は0で補完して推定を行った．

43



管理会計学第25巻第1号

表2記述統計堂(研究開発投資と将来利益との関連性の分析）
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表3より，被説明変数である(E/BV)$+,,t+5の標準偏差(SD)について，電気機械と自ヨ表3より，被説明変数である(E/BV)$+,,t+5の標準偏差(SD)について，電気機械と自動車が比

較的大きな値を示している．分析対象である(CapEX/BV)[と(RD/BV)!の平均値を比較すると自
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動車が(CapEX/BV)!の比率が高く，医薬品は(RD/BV):の比率が高いことが分かる．他の業種に

ついてはほぼ変わらない比率となっている．

5.2研究開発投資のタイムラグ推定結果

以下に研究開発投資と将来利益との関連性の分析について, (12)式, (13)式および(14)式で

OLS推定を行い推定された自由度調整済み決定係数についてまとめる．

表4業種， タイムラグ毎に推定された自由度調整済み決定係数

化学工業 101社 医薬品 28社 機械 ’02社 電気機械 121社 自動車 47社 精密機械 26社
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…:1%有意･5%有意‘10%有怠

表4より，全ての業種でタイムラグを想定し最も自由度調整済み決定係数が高いラグ期間と

タイムラグを想定しなかった場合との自由度調整済み決定係数を比較すると，前者の説明力が

高くなっていることが分かる．また，全ての推測結果について, F値が5%以上の水準で有意で

あることが分かる6． このことより，全ての業種で研究開発投資効果はタイムラグを有している

ことが分かる．化学工業については， 5年と7年の2つのピークがあるが，本研究では決定係

数の値からタイムラグは5年とし， ピークが2つある場合の解釈については，今後の課題とす

る． また，医薬品と精密機械ではタイムラグが今回の分析で測定可能である最長の8年と推定

されたため，実際には8年以上のタイムラグを有している可能性がある．

表5,表6に業種毎に最も自由度調整済み決定係数が高くなった推定結果についてまとめる．

表SOLS推定結果(ラグ期間および多項式の次数）

業種 adj-R2 サンプル数(会社数） ラグ期間 次数

化学工業

医雷蕊品

噌謝戒

‘電気機械

自動J車

精密機械

404(101)

2割28）

510(102)

256(128）

94(47）

26(26）

姻
煙
傾
率
哩
鋸

■
■
ら
。
■
●

Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ

５
８
４
７
７
８

２
４
３
２
４
２
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OLS推定結果表6

－

業種
一

》
｜
晒
函
一
迦
侭
一
師

化学工業

－

医薬品

－

－

電気機械
■万●C●● 口■● ●●9

ワR57… ワ雨ワ
CD●

0152 -1.393 － 6．675ヮ41月” 0153 n1R616唾 7｢p月 盆盆ｸ4
－

464 － 1481
●●●

－ 5．777764
－

－1018 331ざ
宙0●●▼早中 ●■■● G申

” －0542 -1.343 -2.24632艶2132 92
－

･･･1%有意･･5%有意･10%有意

前期の有形固定資産と棚卸資産の合計額ITA/S(-l)],前期の広告宣伝費【AD/S(-I)]および前期

以前の研究開発投資[RD/S(-n)】について,将来利益への正の影響が想定されるため係数は正であ

ることが期待される．

分析の結果，前期の有形固定資産と棚卸資産の合計額[TA/S(-l)]は，電気機械および自動車で

正の値であり 1%水準で有意，前期の広告宣伝費[AD/S(-l)]は全業種で正の値であり 5%水準で

有意である． また，研究開発投資[RD/S(n)1のラグ項目も，全ての業種で研究開発投資のラグ項

目の合計[2RD/S(n)]が正の値であり 1%水準で有意であり， 有意である係数の符号は期待通り

で分析結果自体は概ね問題ないと考えられる． しかしながら，研究開発投資[RD/S(n)}のアーモ

ンラグ推定においてt値が低い係数やラグの途中で負に転じている年度がある等の業種間で差

異がある．化学工業，機械および電気機械については， ラグ中に負に転じる期があるものの，

5％以上の水準で有意な係数は全て正の値であり係数の解釈に問題はない． しかし, l)医薬品，

精密機械は負に転じた期で有意な係数が存在する， 2)自動車は有意な係数が無いと係数の解釈

が困難である． この分析結果について， 1)分析結果自体の考察， 2)先行研究との比較の2側面

から考察する．

分析結果自体の考察について，医薬品，精密機械および自動車の3業種については，他の業

種と比較してサンプル数が少ないことより，係数推定の安定性が低い可能性が考えられる．

先行研究との比較では， アーモンラグ推定でラグ項に負の係数がみられることについて，宮

本(1994)，榊原他(2006)， 山口(2006)でも確認されており，榊原他(2006)ではサンプル対象およ

び対象期間が異なるものの医薬品および精密機械で今回の分析結果と同様に比較的近いタイム

ラグでは正の有意な係数を有し期間の遠いラグで負の有意な係数を有していることが分かる．

また， タイムラグ期間の解釈について，榊原他(2006)では赤池の情報基準(AIC)等を用いて適切

なラグの長さを決めて分析を行い正の係数が確認できる期間を概ね影響がある期間としている‘

今回の分析結果では, Sugiamis(1994)をもとに自由度調整済み決定係数が最も高い期間をラグ

期間としたが，榊原他(2006)のようにラグ期間を考察する方法も考えられる．

以上より，本分析においては， ラグの形状およびタイムラグ期間の解釈が明確にならなかっ

たが，分析の目的をタイムラグの存在有無に重点を置いているため，詳細な確認は今後の課題

として検討する．

5.3研究開発投資のリスク推定結果

以下に研究開発投資効果の将来収益への不確実性の分析について, (15)式でOLS推定を行

った結果についてまとめる． なお，推定結果において，全ての業種において,Whiteテスト
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により不均--分散の存在が示唆されたため,Whiteの不均一分散一致標準誤差を用いた推定を

行っている．

表70LS推定結果(Whiteの不均一分散一致標準誤差でt値を推定）

業種 a･i-R2サンプル数 C "PEx/BVORD/BV@Lr{MV) Leverage l②÷｡
化学エ業 g22U 360 係数 0012

． t値 11恩0

---..-.----__ f_一理型__-
医薬品 03釣 96 係数 －0〔“

t値 -1.6蝿

p値 0196

0102

3.811…

0.”
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０
０
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1.396
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麺

０
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０

ー

機械 021.ノ 360 係数

t値

p値

0．059

4130瀬｡。
0函

2340.蛇7
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0.360

申

９
ざ
６

心
理
唖

0231

3.150,”
O”

幻”1

－0378

07妬

電気機械 c,餌6 452 係数

t値

－0〔函

も4鋪

0627

-0.014

-1143

o調4

0.130

1.298

岬
却
油

０
０
０

0.518

1410

0.159値 0,217

自動車 0170 164 係数 ・-0895 0“0

t値 -24(B･｡ 0579
p値 0017 0563

0.唾1

2131軍．

0322 -

2664…

恥
函
０
０

0.377 0田5 0噸
－

精密機械 噂.31q 92 係数

t値

p値

睦
麺
和

０
０
０

C､010

0鮨O

C952

0414

5415“。

0皿

O“1

0.129

0.餌8

－0“1

－0638

0525

ー

－

coc:1%有意･･5%有意。､1醜有意

化学工業と機械では，設備投資ICapEx/BⅦと研究開発投資IRD/BⅥの係数が5%以上の水準

で有意であり設備投資の係数より研究開発投資の係数が大きく，研究開発投資が設備投資より

も将来利益の不確実性に寄与していることがわかる．精密機械では，設備投資の係数が5％水

準で有意でないものの研究開発投資の係数が5％有意であり，同様に研究開発投資が将来利益

の不確実性に寄与していることがわかる．一方，医薬品では研究開発投資の係数のp値が0．072

であるものの，電気機械および自動車同様に5％水準で有意ではなく，研究開発投資が将来利

益の不確実性に寄与していないことがわかる．

6．考察

分析の結果より，それぞれの業種において適切と推定された研究開発投資の会計処理につい

て以下にまとめろ．

表8業種毎の研究開発投資の会計処理の推定

Fﾐﾆ二三二二二三
－

～
■
■
■
■
■
■
Ｆ
ｂ
Ｕ
Ｕ
●
▲
■
■
■
ｒ
■
Ⅱ
■

設備投奮より不確実性へ 野.羽1とを示唆

藍堆錐鍵審趨

オ
－－－－二一 ＝－ー

設備投資より不確実性’ 一部資産化を示唆

’
甲
●
一 －●

全ての業種において，研究開発投資効果'､タイノ､ラグが確認できたものの，化学工業，機械

および精密機戚においてば設備投資と比較して研究開発投資のリスクが大きいと判断され費用

化処理が示唆される．一方，医薬品,電気機械および自動車においては，将来利益へのリスク
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増加に寄与していることが確認できなかったため，研究開発投資の一部資産化が示唆される．

この結果について，企業会計基準委員会(2009)の調査結果と比較してみる．企業会計基準委

員会(2009)では, 2005年度から国際財務報告基準の強制適用が行われた欧州企業の2007年度

アニユアルレポー!､を用いて, IAS38号による研究開発投資の資産化事例を調査している．

表9企業会計基準委員会(2009)の調査結果

一一一一℃-.q■－■‐－－－

業界 対象会社数
－－－‐－－－ｰ－一_ー

会社名 資産計上会社数 資産化額開示会社名 資産化率※1
（2007年度）

6 アストラゼネカ、グラクソ･スミスクライン、メ （不明1） （グラクソ･スミスクライン）
ルク、ノバルディス、ロシュ、サノフィ･アヴェ
ンティス

フ キ.ヤドバリー･シユウエ.ｿブス、ダニスコ 1 オークラ 10．5B％

、ダノン、ネスレ、オー･クラ.ベルノ･リカー

一"=一ル、ユニリーバ
5 BASEバイエル、、ンケル、ペルストッブ、 3 BASEバイエル、ベルス 0.97%～237％

製蕊業界

ー

食品･飲料業界

化学業界
ｿブ'ンジエンタ

自動車〈完成車)業界 BMWダ プ･‐ －－･シト 左記の全ての企業 29.37％～53.53％

【｣工 ルノー オー， －ケン(､”

自動車部品業界 7 オートリブ､ボッシュ、コンチネンタル、

フォーレシア、マン、ミシュラン、ヴァレオ

087％～25.97％ボッシュ、コンチネンタル、

フォーレシア、マン、ヴァレ
オ

5

電機業界 左記の全ての企業6 アルカテル、エレクトロラックス、エリクソン、 6 2.71％～25.72％

望ヰア､コィリッブス、シーメンス
5 フオルトウム、Mレアル、Scヘストラエン 1（不明3） SCA､ （フオルトウム、ストラ 7.73％

坐UPMキュンメネ エンソUPM ユンメー

紙バルブ業界

その他の業界 8 ベネトン(アパレル)、ドイツデレコム（通

信)、EA“(宇宙、航空)・ロレアル(化粧

品)、ルイ.ヴィトン･モエ･ヘネシー(化粧

品)、デイ､ﾝセン．クル･ｿｰパ重工業)、デスコ
（,｣､完)、ビヴェンディ(メディア）

“DS、ティッセン・クルッ

プ、デスコ※2、 （ベネトン、

ドイッテレコム、ビヴェン

ディ）

3(不明3） 24.62％～25.66％

出典:企業会計基狸委員会(2“9)『社内発生開発費のIFRSのもとにおける開示の実態調査』から抜粋。
※1 ；資産化率は研究開発支出を母数とした比率。

※2:テスコ社は資産化額の聞宗を行っているものの、本資料には掲載されていなかった。

表9kり、 自動車(完成品)業界では調査対象となった全ての企業が研究開発投資の資産化を

実施しており，その額も研究開発支出の29.37％～53.53％と非常に多いことが分かる．電機業

界においても調査対象となった全ての企業で資産化率は低いものの，資産化計上を実施してい

ることが分かる． 自動車部品業界においては7社中5社が資産化計上を行っており，資産化率

が0.87%～2g.97%とばらつきがあるものの，資産化が積極的に行われているものと考えられる

一方，製薬業界，化学業界では研究開発投費の資産化があまり行われていないかもしくは資産

化率が少ない結果となっていることが分かる．

今回の分析結果~r., 自動車が完成品メーカと部品メーカの両者を含んでいることを考慮する

と，企業会計慕準秀員会(2009)の調査結果とほぼ同様に自動車と電気機械で研究開発投資の一

部資産化が示唆されたことは興味深い結果といえよう． このことは， 日本における自動車と電

気機械においても齋産化候補となる研究開発投資の割合が他の業種と比較して多い可能性があ

ることを示唆1ていろと考えられろ． ‐一方，医薬品については，企業会計基準委員会(2009)の調

査結果と異なり，研奔開発投資の--部資産化が示唆されている． このことは，医薬品の研究開

発投資の一部資産化という日本独自の特色を示唆している可能性がある．

7． おわりに

本研究では日本の企業のデー々を対象として，企業の研究開発投資に関する会計処理の適切

性に"ついて,会計基準での資産化の前提と考えられる，1)研究開発投資と将来利益の相関関係，
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2)研究開発投資と将来利益の確実性の関係に着目し，業種毎の適切な会計処理について実証分

析を行った．その結果，化学工業，機械および精密機械では研究開発投資の費用化処理が示唆

され，医薬品， 自動車および電気機械では研究開発投資の一部資産化が示唆された． この結果

は医薬品， 自動車および電気機械では資産化可能な研究開発投資の割合が他の業種に比べて多

額である可能性を示していると考えられ，今後，我が国企業が国際財務報告基準(IFRS)を適用

する際に一定の示唆を与えると考えられる．

しかしながら，本研究で使用したデータは限られた年数と東証一部上場企業の限られた業種

のデータに限定して実施した分析結果に過ぎない．

また，本研究では研究開発費のタイムラグ推定時に以下のような課題が残った．

’） 自由度調整済み決定係数のピークが2つある場合の解釈．

2） ラグの形状およびタイムラグ期間の解釈．

さらに，経営者の会計行動という視点からの分析についても検討したい．

これらの課題あるいは問題点については，今後の研究課題としたい．
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注

1企業会計審議会(1998, 3の二)を参照

2西村(2001, p.152)

3技術ストックの概念については西村(2001, pp.157･159)を参照．
4係数のラグ分布を多項式で近似できると仮定した推定方法(Almon(1965)).

5榊原他(2006)の指摘と同様に本研究においても,Lev&Sougiannis(1996)が使用した研究開
発投資を自社以外の業種平均値で推測した値と取り替える操作変数法の使用を試みたが自社以

外の業種平均値と自社の研究開発投資によい相関が見られず，同方法の使用を断念した．

6広告宣伝費の欠損値を， 1)販売費および一般管理費の5％で補完と2)業種の平均値で補完の
2つの方法で追加分析を行ったが，本分析と同様の結果となり，全ての業種で研究開発投資効
果はタイムラグを有していることが分かった．
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1．はじめに

近年，組織ライフサイクル(O'ganizationalLife-Cycle:以下OLC)の概念に着目した管理会

計研究によって，企業は成長や発展の段階に応じて，利用する管理会計システムやマネジメン

ト・コントロールを変化させることが明らかになっている (Davila,2005;KallunkiandSilvola,

2008;MooresandYUen,2001;Silvola,2008;Sueta1.,2015;福島2011a等)． この研究群では主に

MillerandFriesen(1984)が提唱した，誕生期，成長期，成熟期，再生期，衰退期から成るOLC

モデルが用いられてきた.彼らは組織成長をモデル化した研究(Greinel;1972;LippittandSchmidt,

1967等）の多くで衰退局面が考慮されていないことを指摘し， これら過去の研究を再構築する

形で，組織の「揺り籠から墓場まで」を包含したモデルを提唱した．

一方でこの研究群では，衰退期企業を対象とした調査，分析が研究課題として指摘されてい

る(Silvola,2008;Sueta1.,2015).たとえばMooresandYuen(2001)は郵送質問票調査によって

MillerandFriesen(1984)のモデルにおける5つのライフステージすべてのサンプルを回収し分

析に用いたが，サンプルサイズが49と少なく，その内訳にも偏りがある（誕生期2，成長期4，

成熟期29，再生期5,衰退期9).そのため統計分析から得られた結果は慎重に解釈する必要が

あることを彼ら自身が指摘しているうえ，質問票調査の結果を補足する目的で行われたインタ

ビュー調査では，衰退期の企業が対象となっていない．加えて他の研究(KallunkiandSilvola,

2008;Silvola,2008;Sueta1.,2015)は，衰退期の企業から分析に必要な数のサンプルを回収でき

なかった．

またOLCとインタラクティブ・コントロール(InteractiveControl :以下IC)利用の関係に着

目した研究では，成熟期に成長期，再生期よりIC利用度が高くなる（福島,2011a),OLCとIC

利用度は関連が無い(Jankeetal.,2014)などと，一貫した結果が得られていないl.つまりライ

フステージごとのIC利用度やICの果たす役割についても，議論の余地があると言える．

本稿の目的は，成熟期，再生期，衰退期の企業におけるICの利用度を測定し，その比較を通

じてそれぞれのライフステージにある企業でICが果たす役割を明らかにすることである．

KallunkiandSilvola(2008)は，誕生期と成長期をOLC前期，成熟期，再生期，衰退期をOLC後

期と定義しており，本稿の研究対象はこのOLC後期にあたる企業である.MillerandRiesen

(1984)のOLCモデルで， ともに業績の良い再生期と成長期を分ける基準は，組織の規模や構

造の違い， コントロールの精級化度合い，事業多角化の有無といった点である．一方で以上の

基準について，成熟期，再生期，衰退期の企業では同程度であるとされており，本稿では衰退

期企業に関する確実なサンプル回収，分析を実現するため， これら3つのライフステージを研

究対象とした2．なおDrazinandKazanjian(1990)はMillerandFriesen(1984)における5つの

ライフステージから衰退期を除去したモデルの方が従来のモデルより適合度が高いことを示し

ており，福島(2011a)はこれに基づいて衰退局面の組織を成熟期に包含したモデルを用いてい

る． しかしLesteretal. (2003)では衰退期企業の性質が他のライフステージの企業とは区別さ

れる形で抽出されており,DrazinandKazanjian(1990)のように衰退期を除去したモデルの方が

有効であると断定するには，議論の余地が残されている．本稿ではMillerandFriesen(1984)や
Lesteretal.(2003)と同じく，組織の衰退局面と成熟局面とではマネジメント．コントロールが

異なるという前提のもと， 5つのライフステージから成るモデルに依拠することとした．
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本稿では研究方法としてインターネット調査会社を通じたMbサーベイを用いることで,郵

送質問票調査に基づく既存研究では実現できていなかった衰退期企業からのサンプル回収，お

よび実証分析を行った．その結果，再生期と衰退期で成熟期より IC利用度が高いことを確認

し，戦略に関する不確実性の概念(Simonsl990, 1995;西居,2013) と組織変革の類型(Mezias

andGlynn, 1983;伊藤,2014)を用いて，それぞれのライフステージにおけるICの役割につい

て考察した．

このような本稿の実証分析は，企業がICを利用するうえでライフステージによる差異があ

るか否か，そのうえでICがどのような役割を果たしているのかといった，マネジメント・コン

トロールの機能に関する研究上重要な知見を得られる意義がある．管理会計研究においては環

境や組織に関するコンテクスl､要因が個別に議論されることが多く,OLCのようにこれら個々

の変数を統合した概念(GordonandMillerbl976)に着目した研究はあまり行われてこなかった

(MooresandYilen,2001).特にこれまで研究が不足している衰退期を分析対象に含めることで，

企業がターンアラウンドを図る中でICをはじめとするマネジメント・コントロールをどのよ

うに活用することができるかといった実務上のインプリケーション導出へと，研究を発展させ

られる可能性を持つ．

本稿の構成は以下のとおりである．第2節ではIC概念を定義し仮説を示す．第3節では研

究方法，第4節では結果を記す．第5節では結果からの考察，第6節では研究の総括を行う．

2. IC概念定義と仮説設定

2．1 ICの概念定義

ICはSimons(1995)が提唱したコントロール・レバーの1つであるが， この概念フレームワ

ークは抽象的だとの指摘があり (TbssierandOtley,2012),実際に既存研究を比較すると，オリ

ジナルの定義にそのまま依拠したことで生じ得る測定上の課題が浮き彫りとなる． これまで

OLCとICの関係に着目した研究(Jankeetal.,2014;Suetal.,2015;福島,2011a)はいずれも

Simons(1995)におけるICの定義に依拠しているが，それぞれの研究で異なる変数によってIC

利用度が測定されており （表l), これが前節で述べた研究結果の相違に繋がっている可能性を

排除できない．そもそもICとして利用されるマネジメント・コントロール・システム（予算管

理やバランスト・スコアカードなどの管理会計システムも含まれる）は企業によって異なると

考えられるため(BisbeandOtley,2004;Simons, 1995;西居,2013),特定のシステムをインタラ

クティブに利用しているかを尋ねる形式の質問票調査は，必ずしも頑健とは言えない．

以上の背景から, Simons(1995)におけるICの定義を再検討しないまま実証研究を行うと，

抽象度の高い概念に依拠することで研究フレームワークが暖昧になり，実際に観測すべき変数

を正確に規定できない問題が生じると考えられる． したがって実証分析に際しては，まずICの

概念をより明確化し，再定義を行う必要がある．

そこで本稿では西居(2013,p.11)の定義を一部修正し, ICを「戦略について意思決定を行う

マネジャーがモニターすべきと考えている，戦略に関する不確実性について，組織内の情報還

流を活性化させ，柔軟な適応行動の形成を狙ったコントロール」と定義する3．西居(2013)は

Simons(1995)で示されたIC概念に則りつつ，実際にIC利用度を測定してきた過去の研究を
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再考し，抽象的な概念と具体的な尺度との折衷を図る形で，定義を提唱した． このような検討

プロセスを経ていることから，質問票調査によるIC利用度の測定を行うにあたって，明確かつ

妥当な定義として援用できると考えた．

この定義の前提として，企業は戦略に関する不確実性へ対処するためにICを用いるものと

される(Simons, 1995;Widener,2007;西居,2013).戦略に関する不確実性は，企業目標を達成

するためにモニターすべきとマネジャーが考える不確実性であり (Simons,1990),戦略が将来

的に変化する可能性やその具体的な内容を示す（西居,2013)．またICは，戦略について意思決

定を行うマネジャーとその直属の部下との間のみではなく， さらに下位の部下も巻き込んで利

用されるコントローノレである(Simons, 1995,p.102).

表1． OLCとICの関係に着目した研究の比較

ライフステージ 対象となる IC利用度

分類方法 ライフステージ 質問項目の出典 IC利用度の変数研究

Abernethyand
Brownell(1999),

BisbeandOtley

(2004)等

Naranjo-Giland
Hartmann(2006;

2007)

成長期，成熟期，

再生期

予算管理の方法・

会議の頻度

売上高成長率

（公表データ）

福島

(2011a)

誕生期，成長期，

成熟期，再生期，

衰退期

誕生期，成長期，

成熟期，再生期

成熟期，再生期，

衰退期

回答者が選択

（5択）

管理会計システム

の利用方法

Jankeetal

(2014)

クラスター分析

（38の質問項目）

重視する財務指標

の変化（3択）

職場環境・コント

ロールの利用方法

会議内でのコント

ローノレ方法

ｌａ
１
ノ

ｔ
毎
コ

ｅ
ｌ
ａ

ｕ
〈
Ｕ

Ｑ
）
の
》

オリジナル

本稿 西居(2013)

筆者作成

2.2仮説設定

ICの概念定義より，マネジャーによる戦略に関する不確実性の認知が，企業のIC利用度を

規定する関係が推察される． またMeziasandGlynn(1993)は組織が変化させる戦略の方向性や

変化のプロセスに基づき，組織変革(organizationalchange)の3つの類型を概念化したが（表

2) , ICの利用は最終的に戦略の変化に繋がること (Simons, 1995;西居,2013)を踏まえると，

3つの類型それぞれにおけるマネジメント・コントロール（伊藤,2014) とOLCとの関連が考

えられる． これらの概念を用いて，仮説の設定を行う．

まず成熟期企業は，業績が安定しており (MillerandFriesen,1984),その安定が脅かされるこ

とを受けて組織の方針転換が図られるなど(MooresandYuen,2001),安定状態が持続している

うちは変化を志向しないという性質が指摘されている． これは，成熟期企業が戦略に関する不

確実性をあまり認知しない可能性を示している．組織変革の3類型のうち制度的アプローチ

(institutionalapproach)では，組織の基礎的な方向性は既に定まっており，その枠内でこれま

で企業で行われてきたマネジメント・コントロールが維持される（伊藤,2014) .成熟期企業は
この制度的アプローチに該当し, ICの利用度が低くなると考えられる．

次に再生期企業は，業績が向上しており (MillerandFriesen, 1984),既存の戦略が成果に結び

ついている状態と想定され， ただちに抜本的な戦略変化が必要となるわけではない．一方で業

績が好調な企業では， さらなる成長に資する戦略創発が許容されやすい(Chattopadhyayetal.,
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2001)．したがって再生期企業は戦略創発の機会をよく捉える，言い換えるならば戦略に関する

不確実性をよく認知してICを利用する可能性がある．組織変革の3類型のうち進化的アプロ

ーチ(evolutionalapproach)では，まず既存の方針の範囲外にある自律的な戦略行動，すなわち

変異によって新たな戦略のプランが生まれる． これが組織内での淘汰を経た後， ミドルの働き

かけによってトップの承認を得る．最終的にはトップの考え（戦略コンテクスト）が変化し，

組織の新たな戦略として保持される（伊藤2014) .再生期企業はこの進化的アプローチに該当

し，戦略創発を促すICの利用度が高くなると考えられる．

最後に衰退期企業は，現行の戦略のもとでの業績低下，市場あるいは活動の停滞，経営資源

の減少に直面している(MillerandFriesen,1984;MooresandYUen,2001). したがって，企業トッ

プがこれまでとは異なる新たな戦略への転換を模索する，言い換えるならば戦略に関する不確

実性をよく認知してICを利用する可能性がある．組織変革の3類型のうち急進的アプローチ

(revolutionalapproach)では，不確実性が高い状況を受け変更が容易ではないレベルまで抜本

的に組織を変えるマネジメント・コントロールが行われる（伊藤,2014) .衰退期企業はこの急

進的アプローチに該当し，戦略の見直しを図るためICの利用度が高くなると考えられる．

以上の議論に基づき，本稿では次の仮説を提示する．

仮説：企業のIC利用度は，再生期と衰退期において，成熟期より高くなる

表2． 組織変革の3類型とライフステージ

伊藤(2014,p.103)に筆者一部加筆・修正（○は「変化する」 ， ×は「変化しない」を表す）

3．研究方法

3.1Webサーベイ概要と予備質問

分析のためのサンプル回収には，調査会社を通じたWebサーベイを用いた．郵送質問票調査

ではこれまでの研究(KallunkiandSilvola,2008;MooresandYuen,2001;Suetal.,2015) と同様，

衰退期企業のサンプルを十分に集められない可能性があることを考慮した．調査会社を通じた

Webサーベイは，勤務先の企業名をはじめ回答者の属性に関する情報収集が制限されるという

欠点がある．一方で送付される対象者が幅広いため，本稿で想定する郵送質問票調査ではアク

セスしにくい属性を持つ回答者から,分析可能となる数のサンプルを回収できる可能性がある．
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Webサーベイでは冒頭にいくつかの予備質問を設け，すべての条件を満たした回答者のみが

その後の本調査に進むよう設定し，回答者のフィルタリングを行った． まず回答者の勤務する

企業が成熟期，再生期，衰退期のいずれかに該当していなければならないため， 「東証1部・2

部に上場」 しており 「創立から20年以上」であることを条件指定した．東証1部・2部に上場

する多くの企業は規模が大きく，成長期を過ぎたライフステージにある可能性が高い（福島

2011a). また各ライフステージ:を移行する期間は一定ではないものの，短い企業では創立から

15年程度で成長期を終え，成熟期あるいは再生期に至る(MooresandYilen,2001). これらの点

を考慮し，条件指定を行った．また回答者が後述する業績の変化とICの質問項目について適切

に回答できなければならないため， 『現在の企業に10年以上勤務」 している「本社勤務の正社

員」であることを条件指定した． なお有効サンプルの回答者について調査会社に登録された年

齢の確認を行ったとごろ，すべて32歳以上であり，年齢と企業での在籍年数が明らかに矛盾す

るサンプルは無かった． また本社以外に勤務する正社員は，第2節で定義したICの利用につ

いて適切に回答できない可能性が高いと考えられるため，対象から除外した．

Webサーベイは株式会社ミクシイ・ リサーチを通じて2014年ll月20日に実施した．総回

答者数はl.479人､であり，予備質問にてすべての条件を満たしたサンプルが最大回収数として

指定した500件集圭ったため， 当日中に回収は終~了した． このうち全体の8割以上の質問で同

一の選択肢を回答l,たものを除いた有効サンプルは356，回収したサンプルに占める有効サン

プルの割合は71.2『'6であった．

3.2組織ライフステージの分類

組織ライフステージは，最も重視される財務指標の数値が5年前（2009年度） と比べ， 「向

上した」 （再生期)： 「あまり変わらない」 （成熟期)， 「低下した」 （衰退期） という3択によって

分類した.わが国の上場企業では中期経営計画の対象期間を3年程度に設定することが多く（梶

原他2011:林,2014), 3･年前に遡ることで中期経営計画が一巡する前後の業績を比較し， ライ

フステーージを';>類できると考えた．企業の業績変化には，内部要因のみならず，経済の動向や

自然災害なぎ様々72f外部要因が影響を与えているが,OLCとはこれら多様な環境要因の影響を

内包する変数である (MooresandYl｣en,2001). またMillerandFriesen(1984,p.1162)における

各ライフｽﾗｰｰｰゾ､ﾉｰ,定義で杜，業績に関して成熟期は安定，再生期は向上，衰退期は低下の傾

向にあることが示,『了れている. jf!k,力前提にしたがえば，本稿におけるライフステージの分類

方法は，奉様な騨境要因の影響が最終的に反映される業績の変化を基準としているおり,Miller

andFriesen(1984)の概念にも整合している三とから，妥当であると考える．

なおこれまでの研究で用いられてきたライフステージの分類方法は，それぞれに課題がある

回答者に各ライフステーージを提示i_選択させる方法(AuzairandLangfield-Smith,2005;Jankeet

al.,2014;KallunkiandSiIvola,2008;Silvo!a,2008)は，回答者がライフステージを分類する基準

ボブラツケボ･ソケスに;競っている．篭上高成長率を基準とする方法（福島,2011a)は,M&Aや

スヒ°ンオフチぐど…-時抑漣要因一参数値が大きく変化した際や，異なる指標が重視されるべき業種

や企業に対l ---､鯛呉慕準を適用するーとへの懸念が排除できない.MillerandFriesen(1984)か
ら組織戦略，構造な州こ関する38項目の質問を引用しクラスター分析で分類を行う方法(Su

etal.,2015)は， 全体の質問項目刀移くなり， より正確な測定を行いたいIC利用度を含めた回

答の質の低下が懸念される．

以上の点を踏吏え，本稿でば特定の指標や多くの質問項目に依拠せず，各企業で重視してい
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る財務指標の変化を分類の基準とした． したがってWebサーベイにおいて，各企業で重視して

いる指標を特定するための質問項目は設けていない．

3.3 IC利用度の測定

IC利用度は西居(2013)で測定された項目を用い，一部の質問について語句を修正したうえ

で，それぞれを7点リッカー卜・スケール（全く当てはまらない～どちらとも言えない～非常

に当てはまる）で尋ねた．内訳は，経営層の「戦略に関する不確実性の認知」 （2問)，組織内で

の「戦略に関する不確実性の伝達」 (1問),事業戦略に関連する会議体での「面と向かった挑

戦と対話」 （7問）である．いずれも西居(2013)においてICの定義に則りつつ, Simonsの一

連の研究を踏まえ作成された項目となっている．

また西居(2013)は，インタラクションが行われる場として谷(1994)で示された会議体を

想定している．本稿では上述したように「現在の企業に10年以上勤務」している「本社勤務の

正社員」を調査対象としたが， このように条件指定を行うことで，企業の在籍期間が短く経営

について正確に把握していない社員や,事業戦略について意思決定が行われる場から遠い支部，

工場などに勤務する社員を除外し，経営層の認識や会議でのインタラクションについて把握し

ていると思われる回答者が抽出可能となる． さらにこれらの質問項目は特定のシステムについ

て尋ねるものではないため，第2節で述べたICとして利用されるシステムを特定して測定す

ることによる問題を回避している．以上の点を踏まえ, ICの定義に順じており，調査設計によ

って抽出可能な回答者が普段の業務からイメージでき，正確に回答しやすい適切な内容の質問

票として，西居(2013)の項目を採用した．

これらの質問項目を用いる際の留意点として，戦略に関する不確実性の項目が「面と向かっ

た挑戦と対話」に関する項目と関連しているかどうか，質問票だけでは担保できないというこ

とがある．西居(2013)でも言及されているとおり， 「面と向かった挑戦と対話」の項目は必ず

しもIC固有のものではなく，戦略に関する不確実性の認知や伝達との関連性が見られない場

合，むしろ組織文化などのコンテクストに起因するものだと解釈すべきである． また「戦略に

関する不確実性の認知」については， 「現行の戦略実行に対する脅威の認知」と「新たな戦略展

開に繋がる機会の認知」を尋ねることになるが， これらは診断型コントロールにおいても同じ

ように用いられる可能性がある．仮にこれらの項目が「面と向かった挑戦と対話」 と関連して

いない場合, ICの利用に繋がっているとは言えない． したがってこの点については，仮説検証

に先立ち検討を行う．

3.4分析対象の検討

マネジメント・コントロールは組織の規模による影響を受ける(Davila,2005;福島,2011b等).

またOLC前期の企業は，本稿の対象となるOLC後期の企業より小規模の組織が該当する

(Greinel;1972;MillerandFriesen, 1984;福島,2011a).Davila(2005)は成長期企業に対象を絞っ

た分析を行っているが，その平均従業員数は約300人であり， これより規模の小さい企業は誕

生期あるいは成長期に該当する可能性が高いと考えられる． したがって従業員300人未満の企

業に勤務していると回答したサンプル(n=11)を，分析から除外した．

残りのサンプル(n=345)を用いてIC利用度に関するIO項目について因子分析を行ったと

ころ， 「発言するメンバーの偏り」のみが因子負荷量，共通性の値ともに低かった． よってこの

項目は本稿で定義するICの内容に当たらないと判断し，分析から除外した．なお他の項目はい
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ずれも第1因子への負荷量が0．7以上，共通性の値が0．5以上となっており, ICという共通因

子によって説明できると考えられる．いずれの項目も，天井効果,床効果は見られなかった（表

3)．

表3. IC利用度項目の基礎統計量と因子分析(n=345)

因子
共通性質問項目 MinMaxMean SD

1 2

現行の戦略実行に対する脅威の認知

新たな戦略展開に繋がる機会の認知

現行の戦略実行に対する脅威や

新たな戦略展開に繋がる機会の伝達

現行の戦略の見直し

上司・部下間の積極的な意見交換

計画の見直し・修正の実行

悪い報告の許容

部下の発言・アイディアの採用

実績確定前における実績値の予測を

通じた対処

発言するメンバーの偏り (Reversed)

0.710 -0.560 0.818

0.738 -0.384 0.691

７
７

4.64

4.69

1.37

1.38

１
１

1 7 4.37 1.29 0.784 -0.076 0.620

7 4．50 1.25 0.750 -0.063 0.567

1 7 4．35 1．23 0.772 0.204 0.638

1 7 4．46 1．26 0．810 0.147 0.678

1 7 4.32 1.25 0.796 0.277 0.711

1 7 4.25 1.28 0.738 0.249 0.606

1 7 4．30 1．27 0.766 0.158 0.611

7 3.59 1．24 -0.158 0.096 0.034

因子抽出法：主因子法, KMO=0.914,Bartlettの球面性検定p<0.001

次にサンプルを製造業(n=211)と非製造業(n=134)に分けMann-WhitneyのU検定を行っ

たところ4， 「現行の戦略の見直し」 (1%水準） と 「計画の見直し・修正の実行」 (5%水準）の

2項目で有意差（両側・以下同様）が確認された．業種の特性による分析への影響を排除する

ため，非製造業は衰退期のサンプルが少ない点(n=ll),製造業を対象としたこれまでの研究

(Suetal.,2015;福島,2011a)と比較可能となる点を考慮し，分析対象を製造業に絞り込んだ．

なお業績変化に基づいてライフステージを分類する際には，各業界の動向も踏まえて検討す

べきとの指摘がある（福島,2011a).本稿のWebサーベイでは回答者が勤務する企業の業種に

ついて，稲葉(2005)における経済活動の分類と日本標準産業分類との関係を参考に尋ねてい

るが，製造業に分類される4つの業種（｢製造業(BtoB主体)｣， 「製造業(BtoC主体)｣， 「エ

ネルギー生産・流通｣， 「建設｣）いずれについても複数のライフステージからサンプルを回収し

ており，動向に関して分析上問題となり得る著しい差は見られなかった． もしライフステージ

の分類にあたって特定の企業群に顕著な傾向が見られる場合，市場環境による影響を統制変数

として考慮すべきである． しかし本稿のサーベイにおいてそのような傾向は確認されなかった

ことから，製造業全体を分析対象とし，過去の研究(KallunkiandSilvola,2008;MooresandYuen,

2001;Suetal.,2015)と同様，その中でのより詳細な業種の違いに関しては分析を行わないこと

とした．

本稿ではICを，戦略に関する不確実性を認知した企業がそれに対処するために用いるコン

トロールとして捉えている． したがって「戦略に関する不確実性の認知」について尋ねた2項

目の得点がいずれも3点以下のサンプルを，分析対象から除外した． なお分析から除外した不

確実性を「認知していないサンプル群」 と，分析に用いた「認知しているサンプル群」 とにつ

いてカイニ乗検定を行ったところ，ライフステージの分布に差異は確認されなかった(p=0.67),
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したがって一定の割合の企業ではライフステージに関係なく，戦略に関する不確実性を認知す

る度合いが低いと推察される．

以上を踏まえた仮説の検証に用いるサンプルサイズは186 (内訳は成熟期75,再生期79,衰

退期32）であり，分析に十分な数を確保できたと言える．

4．結果

まず各項目についてKruskal-Wallis検定を行ったところ，すべての項目にて5%以下の有意水

準で差が確認され， ライフステージによってIC利用度に差があることが示された（表4).

表4． ライフステージとICの利用度

衰退期

(n=32)

5．41

5．19

期
の
一
柵
柵

熟
可
成
仇

再生期

(n=79)

5.14

5．32

p値

＊＊

＊＊＊

質問項目

現行の戦略実行に対する脅威の認知

新たな戦略展開に繋がる機会の認知

現行の戦略実行に対する脅威や

新たな戦略展開に繋がる機会の伝達

現行の戦略の見直し

上司・部下間の積極的な意見交換

計画の見直し・修正の実行

悪い報告の許容

部下の発言・アイディアの採用

実績確定前における実績値の予測を

通じた対処

戦略に関する

不確実性の認知

戦略に関する

不確実性の伝達

面と向かった

挑戦と対話

4.40 4．89 4．44 ＊

＊
＊
＊
神
＊

4.56

4.21

4.53

4.25

4.15

4.91

4.81

5.01

4.87

4.77

5.19

4.59

4.75

4.34

4.25

4.13 4．97 4．53 ＊*＊

値は平均値, Chronbach'sq=0.916,KMO=0.918,Bartlettの球面性検定p<0.001
***p<0.001,**p<0.01,*/7<0.05 (両側・Kruskal-Wallis検定）

表5.Bonferroni法による多重比較

成熟期く再生期成熟期く衰退期

＊

＊＊
↑

質問項目

現行の戦略実行に対する脅威の認知

新たな戦略展開に繋がる機会の認知

現行の戦略実行に対する脅威や

新たな戦略展開に繋がる機会の伝達

現行の戦略の見直し

上司・部下間の積極的な意見交換

計画の見直し・修正の実行

悪い報告の許容

部下の発言・アイディアの採用

実績確定前における実績値の予測を

通じた対処

戦略に関する

不確実性の認知

戦略に関する

不確実性の伝達

面と向かった

挑戦と対話

＊

＊

粋
＊
神
粋

＊＊＊

***p<0.001,**p<0.01,*p<0.05,fp<0.1 (両側）
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次にKruskal-Wallis検定で有意差が確認された項目について,Bonferroni法による多重比較を

行った．その結果，再生期と成熟期の比較では7つの項目について，成熟期と衰退期では2つ

の項目について， 5％以下の有意水準で差が確認された．いずれも成熟期の値が低く，再生期，

衰退期の値がそれより高いという形での有意差であった.また成熟期と衰退期の比較において，

「新たな戦略展開に繋がる機会の認知」に｡ついては有意水準10%で差が確認された（表5).

これにより．衰退期および再生期のIC利用度が成熟期よりも高くなるという結果が示され，

仮説は支持された．

5．考察

本稿では戦略に関する不確実性(Simons, 1990; 1995;西居,2013)および組織変革の類型

(MeziasandOlynn, 1993;伊藤,2014)を援用し，仮説を設定した．

その仮説どおり，成熟期との比較において，再生期と衰退期はそれぞれIC利用度が高いとい

う結果が得られたが， …一方で表5にて示したとおり，有意差が確認された質問項目は異なって

いる． また仮説設定に際して述べたとおり，再生期と衰退期ではIC利用に至る背景や, ICの

果たす役割が異なっていると舞えられ‘る． これらの観点から，仮説の設定に用いた各概念と本

稿の結果について，改ぬて整理する．

表6． 本稿における各鍵概念の対応

戦略に関する
組織ライフズテーン 組織変革の類型

不確実性の認知

成熟期 制度的アプローチ藤鰯麗懇）

再生期 進化的ｱブﾛｰﾁ 茎麓篭鬘雲蕊

衰退期 急進的γプ｡-チ撫彗震熱
筆者作成

IC利用度

低

高

高

(制約がある可能性）

まず成熟期企業域，現行の捗略豪あまり見直さず， 【cの利用度が低い傾向が確認された． こ

れ,は，組織変箪の頻靭のうち制度的γブローチにあたる結果と言えよう．成熟期については，

成長が鈍化しているものの業績低下には至らず安定している企業や,一定水準の好業績を維持，

言い換えれば薇It主りしている状態の企業が該当する．そのような企業では，業績の安定が脅

かされる了.とを受けて組織のち斜転換が図られる (MooresandYUen,2001),すなわち安定状態

が持続しているうちは‘職》まり変化を志向しないという傾向が読み取れる．総じて成熟期企業で

減， 不必要鐙戦略:l;:":ぴマネ#;.メンj・ ・コン!､ローールの変化に伴うリスクの回避を図ることか

ら. ICはあまw)有効鞭役割を果たしていないと考えられる．

次に再生期企業は， 「新たな戦略展開に繋がる機会」を認知し, ICの利用によって戦略を創

発，実行L,ていく傾向が確認されたこれは，組織変革の類型のうち「変異→淘汰→保持」の

プロセスからなる:縫化的アブr･' ･---zF･ {:Eあたる結果と言えよう． このとき変異そのものは事前に
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意図せず生じるものとされるが(MeziasandGlynn, 1993) ,本稿で想定した会議体などの場や

マネジメント・コントロール・システムを通じて戦略創発を促進するために, ICが利用される

と解釈できる．具体的には，新たな戦略展開に繋がる機会が認知，伝達され， フィードバック

やフィードフォワードを通じた組織内の情報還流が活性化され（ 「悪い報告の許容」 「実績確

定前における実績値の予測を通じた対処」 「上司・部下間の積極的な意見交換」 ） ，新たなア

イディアや修正案を採用する （ 「計画の見直し・修正の実行」 「部下の発言・アイディアの採

用」 ）というICのプロセスがうかがえる．また業績の向上やコントロール拡張の機会に恵まれ

た企業は外部志向と内部志向双方の行動を重視する可能性が指摘されており (Chattopadhyayet

al.,2001) ,組織内部での対話を促進するICの利用によって将来的に新たな戦略展開を実現し

ようという本稿の結果は,この二面性を示唆していると言えよう．総じて再生期企業において，

ICは新たな戦略展開に繋がる機会を捉え，実行へと導く役割を果たしていると考えられる．

最後に衰退期企業は， 「現行の戦略実行に対する脅威」を認知し, ICの利用によって戦略変

更を図る傾向が確認された． これは，組織変革の類型のうち急進的アプローチにあたる結果と

言えよう．具体的には，特に現行の戦略実行に対する脅威が認知され，現行の戦略を是とする

ことなく対話が行われる（ 「現行の戦略の見直し」 ） というICのプロセスがうかがえる．ただ

し衰退期の「戦略に関する不確実性の伝達」は成熟期と有意差が無く， 「面と向かった挑戦と

対話」についても「現行の戦略の見直し」以外の項目では成熟期との有意差が確認されなかっ

た．加えて，衰退期の企業は情報伝達システムが精繊化されていないとする研究結果もある

(Lesteretal.,2003) ．すなわち衰退期の企業では， フィードバックやフィードフォワードをは

じめとする組織内での情報還流やボトムアップ式の戦略創発などが必ずしも円滑に機能してい

るとはいえず， これらを実行するうえで基盤となる組織能力や組織内の資源に関して何らかの

制約が存在し，より効果的なIC利用を阻害する要因となっている可能性がある．総じて衰退期

企業において, ICは現行の戦略見直しを推し進める役割を果たす一方で，何らかの制約により

限定的に利用されていると考えられる．

6．おわりに

本稿の目的は，成熟期，再生期，衰退期の企業におけるICの利用度を測定し，その比較を通

じてそれぞれのライフステージにおいてICが果たす役割を明らかにすることであった．調査

の結果, IC利用度は成熟期よりも再生期および衰退期に高く， これは戦略に関する不確実性

(Simonsl990,1995;西居,2013) ,組織変革の類型(MeziasandGlynn,1993;伊藤,2014) とい

う各概念を援用した仮説を支持するものだった．加えて戦略に関する不確実性のうち「現行の

戦略実行に対する脅威」 と 「新たな戦略展開に繋がる機会」の違いに着目し，仮説設定に用い

た概念も再検討することで，各ライフステージの企業でICが利用される （もしくはされない）

背景やICが果たす役割について，結果からの解釈を示した．一連の分析，考察によって，衰退

期企業におけるマネジメント・コントロールの実態, OLCとIC利用の関係という，両研究課

題の解明に寄与することができた．

研究方法の観点からは，調査会社を通じたWebサーベイを用いて，郵送質問票調査ではアク

セスが困難だった属性の回答者からサンプルを回収し，分析を実現した．

一方で本稿には，以下の課題が存在する．第一に,Webサーベイでは回答者の属性まで含め
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自己申告による回答を集計している．その中で限定的な情報を収集しているに過ぎず，同一企

業から複数の回答があった場合などに対処できない．本稿で得られた結果および知見について

は，今後の研究を通じた補完が必要である．

第二に，組織ライフステージの分類方法について，変数の操作化に改善の余地がある， まず

5年前と現在という2点間の業績を比較した質問項目を用いたことで,中間での業績推移を考

慮できていない. Dickinson(2011)はキャッシュフローの推移を類型化したOLCモデルを提唱

しており，今後の研究での活用が期待される． またMillerandFriesen(1984)のOLCモデルに

依拠した各研究でライフステージの分類方法が異なるのは，各ステージの定義が暖昧であり，

さらに現代の企業にそのまま適用するのが妥当ではないと思われる基準が示されているためで

ある．たとえばMillerandFriesen(1984)の定義によれば，再生期企業は売上高成長率が15%

以上であるとされる． しかし現在,OLC後期にあたるいわゆる大企業がこの基準を継続的に満

たして成長，拡大することは， あまり現実的とは言えない． この点を踏まえつつ，本稿ではラ

イフステージの分類に関する操作化を行った． しかし業績の変化率に一定の基準を設定するこ

とが適切であるか否かという点を含む， ライフステージの再定義に関する議論は，十分に行え

なかった．今後の研究では, OLCの概念フレームワークを見直し，各ライフステージの再定義

を行ったうえで，分類方法を操作化することが求められる．

第三に，本稿で調査した変数間の関係性について，慎重に捉える必要がある．本稿では一時

点でのOLCとIC利用度との関係を分析しており，経時的な視点に欠ける．たとえばライフス

テージの移行に際して変数の関係が変化するプロセスの解明が研究課題として指摘されている

ものの（福島,2015),本稿では明らかにできなかった．またICの利用によって企業が特定のラ

イフステージへと至るのか， あるいはライフステージがIC利用度を規定するのかといった因

果関係は，本稿の調査から実証することはできない． この点も今後の研究においての解明が求

められ，その際には変数間の関係に影響を与えうる統制変数についても考慮する必要がある．

第四に，衰退期企業について， さらなる分析の余地が残されている．本稿の考察において，

衰退期企業ではICを利用するうえでの阻害要因が存在する可能性を示した． しかしその内容

や阻害要因への対応策について，本稿の調査からこれ以上の検討を行うことはできない．

今後は本稿の分析を踏まえ，同一企業での定期的な質問票調査，長期的な観察調査などを通

じて，組織再生のプロセスなどライフステージを移行する中で生じるICの変容や，戦略との関

係性を解明する研究，衰退期企業のマネジメント・コントロールにおける阻害要因に関する研

究が展開できよう． また「組織の目的にただちに貢献しないため正当化されにくい活動への資

源および取り組み」 (March, 1988,p.4) と定義される組織スラックは, ICを通じて進化的アプ

ローチの鍵概念である組織成員の自律的な戦略行動に影響を与えていることが想定されるうえ，

脅威に直面した企業のマネジメントに影響を与えることがこれまでの実証研究で示されてきた

(Chattopadhyayetal.,2001) . この概念を用いて行う調査，分析は，今後の有力な研究領域で

あろう．
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注

1 ICと同じく Simons(1995)が提唱したトップダウン形式の診断型コントロールについては，

研究間である程度一貫した結果が得られている．成長期よりも成熟期や再生期に利用度が

高くなる(AuzairandLangfield-Smith,2005;福島2011a).再生期の企業は好調な業績の維持

を目指し,意図した戦略の実行を重視することによって診断型コントロールを利用し(福島

2011a),それが組織業績と正の相関関係にある(Sueta1.,2015).

2MillerandFriesen(1984,p.1168)の調査結果によると，成熟期，再生期，衰退期の各企業は規

模がいずれも誕生期や成長期より大きい．また衰退期の概念定義に際しても，形式的・官僚

的な構造など，誕生期や成長期より規模が大きい成熟期と類似した特徴が示されている

(MillerandFriesen,1984,p.ll63). したがって,OLC前期と後期を分類する際のもっとも基

本的な基準は企業の規模であり,衰退期はOLC後期に該当するライフステージだと言える．

誕生期や成長期から組織が衰退することは考えられるものの(Lestereta1.,2003),その場合

はMillerandFriesen(1984)のOLCモデルには該当しない企業であるとみなすのが妥当で

ある． ライフステージの移行についての分析(MillerandFriesen,1984,p.1176)を上述した

各ライフステージの概念定義と併せて解釈すると，成長期から再生期への移行は規模の拡

大や多角化に伴い起こり得るが，成熟期，再生期，衰退期の企業が規模を縮小させ成長期に

移行することは， スヒ・ンオフなどのケースを除き基本的には想定されない．成長期を終え，

成熟期，再生期，衰退期のいずれかに移行した後は， 3つのライフステージの中で移行する

ことになる．

3西居（2013）におけるICの定義では「トップマネジャー’ という言葉が用いられているも

のの，本稿では「戦略について意思決定を行うマネジャー」へと表記を修正した． トップマ

ネジャーという言葉は，企業グループ全体のトップを指すのか，あるいは事業部門レベルの

トップを指すのかといった点が暖昧となる． さらに戦略に関する意思決定を企業全体のト

ップが行うのか， あるいは自律的な事業部門やカンパニーのマネジャーが行うのかといっ

た点も，企業により異なることが想定される． したがって，あえて職位などを特定しない表

現を定義に用い,Webサーベイの実施にあたっても踏襲した．また本稿における「戦略に関

する不確実性」は，西居(2013)での「戦略的不確実性」 (strategicuncertainties) と同義で

ある． この語句の変更は,Webサーベイの実施に先立ち，調査対象と同じく東証1部上場企

業に10年以上勤務する実務家に質問票に関する意見を求めた際の， フィードバックに基づ

いている．すなわち「戦略に関する不確実性」に言い換えるとより意味内容が伝わりやすい

という指摘を，複数の実務家から受けたためである．

4各質問項目についてKoImogorov-Smimovの正規性の検定を行ったところ，いずれも正規性

を仮定できなかった． したがって本稿では各種検定について，ノンパラメトリック手法をベ

ースに行うこととした．
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